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●生涯学習は21世紀のキーワード
国際化･情報化･高齢化という急激な社会変

動の中で、｢物の豊かさと、心の貧しさ｣とい
う文明病に悩まされ、多くの人々が将来への不
安をつのらせながらも、安定した暮らしと幸福
な人生を求めて模索している。生涯にわたって
学び続けることは大事である、という考えは一
般常識になっている。人々の日常感覚は｢でき
たらそうしたい｣と願っているのである。
生涯学習は今や、21世紀に生きる人々の

キーワードになっている。
●学ぶ姿勢について
生涯学習は、自ら｢よい｣と思ったことを、

自分自身でやることである。
すでに用意されたレールに乗っていくとか、

みんながやるから自分もやるというのではな
く、充実した人生をおくるために楽しく学ぶの
が生涯学習である。人々は誰でも、自分自身の
ライフ･スタイルを作り、さまざまな世界を個
人生活にアレンジし、しっかりとデザインする
ことによって、人生はより豊かなものになって
いくのである。生きる価値観は自らが選択する
ものなのである。私たちにとって最優先事項は
｢人生の選択｣と、｢時間の原則｣である。
｢物事をいかに速くやるか｣ではなく、｢何を

どのようにやるかの方向性｣を見いだすことこ
そが、充実した人生をおくるためには、はるか
に大切である。生涯学習とは、教育の多様化･
自由化･個性化の中で、老若男女の自立と共生
をめざすものである。

●生涯学習を支えるもの
生涯学習を支えるものは、｢物の豊かさ｣や

コンピュータなどの技術的進歩によって提供
される、便利な学習手段によってのみ支えら
れるものではない。
情報や技術への、ますます大きくなる依存

的生活態度は、生活の機能分化を広げるが、
それはややもすると、目的と結果を短絡させ、
人と人との結びつきによって創り出される、
人間的なコミュニケーションをも省略してし
まうことになる。
生涯学習は人々の相互教育、相互学習にも

とづく自立･参加･連帯によって支えられるも
のであり、その構図は家庭･職場から地域へ、
日本全国へ、世界への広がりをもって、のび
やかにデザインされていくものである。
そこには学習者の内面における学ぶ必要性

の自覚、日常生活に見あった、学ぶ方法と場
の具体的な選択を基礎とする意欲的な構え、
広い意味での、暮らしの文化を自らの手で作
り出すという文化的な主権者意識の形成が不
可欠である。
●｢物の豊かさ｣から｢心の豊かさ｣へ
このような暮らしの文化を作り出す担い手

の形成という点から、生涯学習の可能性につ
いて掘り下げてみると、そこに｢ゆとり意識｣
や｢心の豊かさ｣願望というような、新しい価
値観が生まれつつあることが注目される。
しかし、現代社会における｢ゆとり｣や｢豊か

さ｣願望には、さまざまな問題点が含まれてい

る。それは、国際社会における経済大国化によっ
てもたらされた｢経済的なゆとり｣にすぎず、
この｢ゆとり｣がさらに大きな経済格差や社会
的差別感を増幅させ、誰もが共有できる｢心の
豊かさ｣にはほど遠いものになっているという
ことである。
また、｢ゆとり｣や｢豊かさ｣それ自体を利潤

追求の目的とする産業が発達し、儲かる｢ゆと
り｣が意図的に造出され、儲からない｢ゆとり｣
は切り捨てられていく、という傾向もないわけ
ではない。
このような社会構造の中では、豊かであると

いわれながらも貧しさを実感し、｢心の豊か
さ｣願望をもちながらも、本当の豊かさをつか
みあぐねているといってよい。
●豊かに生きるために
生涯学習は暮らしと仕事を通じての相互学習

であり、有意義な学習が行われるためには、そ
の学習を促し、支える教育の基本形態である家
庭教育･学校教育･社会教育の働きが不可欠で
ある。
私たちは、あらゆる機会、あらゆる場所を利

用して自らのライフ･スタイルに則した学習を
実践していかなければならない。生涯学習によっ
て楽しく学び続けるためには、喜びの社会的な
共有が必要である。そのためには地域社会を基
盤として家庭･地域･職場に新しい生活の共同
体を実現し、生活者としての自立性と文化創造
主体としての自己形成が必要なのである。

学び続けることの楽しさ－豊かに生きるために
鎌倉女子大学 教授 生涯学習センター長 八幡義信氏
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◆特集.情報システムの安全対策 (2～4面)
＊電算－通産省｢情報サービス業情報シス
テム安全対策実施事業所｣認定取得 (4面)
◆ユーザ事例
＊トナミ運輸－｢戦略情報システム｣を運用

開始 (5面)
＊明響社－情報系システム刷新 (6面)
＊奈良交通－運行勤務管理／バス時刻運
賃案内システム稼働開始 (7面)
＊エムペック－自動車販売仲介事業開始 (8面)

＊第一勧銀信用開発－｢個人信用情報シ
ステム｣を導入 (16面)
◆IT最前線
＊システム監査サービス (9面)
＊Eビジネスの基盤となるPKI (10面)

＊プライバシーマーク制度監査ガイドラ
イン (11面)
＊新連載:Windows  Data  Center(1) (12面)
＊ネットワーク技術の動向(13) (13面)
＊システム開発技術の動向(5) (14面)
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特集：情報システムの安全対策
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情報システムが社会･経済活動と深く関わりを持

つ今日、システムの安全性確保は重要さを増してい

る。情報システムは、地震、水害、火災などの災害、

機器の故障、コンピュータ犯罪、ネットワークから

の不正アクセス、情報の漏洩など、さまざまな脅威

(リスク)にさらされている。

このような各種のリスクから情報資産を保護する

ための情報システムの安全対策については、各省庁

が各種の安全対策基準[注]を策定し、実施を訴えている。

防災月間を迎える9月、本紙では、改めて情報シ

ステムの安全対策と先進企業の事例を紹介する。

企業活動が情報システムにその多くを依存し、か
つネットワーク化の進展により、企業間の結合が当
然となっている現在、情報システムの障害、混乱は
他社にも影響を与えることになる。被害の発生を抑
えること、発生時の迅速な回復と再発防止策は、企
業の社会的責任を果たす上からも当然である。情報
システムの安全対策が社会的使命、企業責任の一つ
となりつつある今日、安全対策への積極的な取り組
みは経営者の重要な意思決定事項でもある。

情報システムに対する脅威は、①不正利用、②災
害、③事故･故障、④エラー(過失)などに分類され
る。これらのリスクのどれかが起きてもシステムは
正常に機能しなくなるため、それぞれに対して十分
な対策を講じる必要がある。 (図1)

リスクに対する対策の目的は、機密性、保全性、
可用性の確保にあり、そのためには次の4つの段階
での対策が必要である。
＊第一段階：予防･牽制対策

社内ルール、教育･訓練の徹底、またセキュリティ
対策を講じていることを告知するなどの牽制機能を
働かせて、事前に不正を防止する。
＊第二段階：発見･予知対策

障害発生段階で、ハードウェアやソフトウェアの
機能を駆使して速やかに検知･通報し、被害を最小
限に抑える。例えば、不正入退を入退出管理システ
ムやモニタ機器などで早期に検知する。
＊第三段階：拡大防止対策

リスクの発生を局所的に抑えるなどして被害の拡
大を防止する。例えば、フェイルセーフ機能やフォー
ルト･トレラント機能などの活用である。
＊第四段階：修復･復旧対策

障害発生後、速やかに正常な状態に復旧させる。

災害に対しては、復旧を早めるためにいろいろな手
段を事前に講じておく必要がある。例えばバック
アップセンターの設置(利用)も有効である。

安全対策には、セキュリィティ･ポリシーが不可
欠な要件である。セキュリティ･ポリシーは、情報
システムの安全性を確保する上で関係者が守るべき
事項の方針を定めたもので、企業の情報システムの
形態、利用状況に応じて決められる。セキュリティ
確保が破綻し、情報システムに被害が発生した場合
の対応策を危機管理の一環としてセキュリティ･ポ
リシーに定めておくことも重要である。
セキュリティ･ポリシーを定めた上で、次の4つの
ステップに従って、対策の意図するところを社員に
十分に認識させ、実施項目を確実に運用し、定着さ
せ、常に業務面の変化や社会情勢の動きなどに対応
して見直しを行い、対策が適切に機能しているかど
うかを継続的に評価(監査)し、改善に役立てる必要
がある。
①全社的に合意されたセキュリティ･ポリシーに基
づいた安全対策のための基本計画を立案する。

②具体的な安全対策項目の実施計画を策定する。
③安全対策を実施する。
④各種障害などの把握と分析を行い、安全対策の有
効性を評価する。

安全対策は、次の3つの切り口で講じる必要が
ある。
①運用面における対策
システム開発、運用管理体制などにおいて、
システムの信頼性、安全性の向上を図るため
の管理･運用面の対策
②設備面(物理面)での対策
建物、設備、システムを自然災害、不正行
為などから守るための設備面の対策
③技術面での対策

運用面で重要な点は、企業の実態にあった運用の
仕組みを作ることと、それが企業の中で適切に機能
し、安全性を確保できていることの保証を取ること
である。
●対策のポイント

運用面の安全対策の主なポイントとしては、次の
点が挙げられる。
①最初から厳しい対策を導入するのではなく、従来
からの運用方式にできるだけ準拠し、使い勝手
を十分考慮した対策を講じ、必要最小限の部分
からスタートし、徐々に強化させていく。
②システムを使う人たちに、実施案の段階で事前に
十分な説明をし、了解を取りながら進める。
③運用は人の問題に帰着する。安全対策に対する意
識づけと訓練･教育が重要である。
④システム監査機能を駆使して、基準やルールに基
づいて、安全対策の仕組みが目的どおり機能し
ているのか、不備な点があるか、あるとすれば
何かを明らかにし、仕組みの改善につなげていく。
●重点施策

運用面の安全対策で一番重要なのは、まず規程、
マニュアルを作成し、それを確実に運用し、運用記
録を残すことである。これは、場合によっては、自
社で確実に安全対策を実施していることを証明する
ものとなる。
運用面で管理し、記録しておくべきことは以下の
点が挙げられる。
＊入退館(建物)、入退出(施設)の管理
例えば、各部屋の巡回の記録、外部からの訪問者
記録、鍵の管理簿、最初･最後の入退出者の名簿な
どの記録である。
＊パスワードの発行･管理
＊日々のシステム運用管理(オペレータの業務スケ
ジュールなど)
＊メンテナンス管理(定期的巡回･定期点検)
＊教育･訓練
＊データのバックアップ(保管)体制

システムの信頼
性、安全性の向上
に関するハードウェ
ア／ソフトウェアな
ど技術面の対策
これらの項目を、
自社のシステムの
構成や利用環境を
ベースに、各省庁
が策定する基準や
指針を参考にして、
バランスよく対応
する必要がある。
情報システムに

対するリスクへの
具体的対応策をま
とめると、図2のと
おりになる。
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情報システムの安全対策は企業の最重要課題

情報システムに対するリスクと対策

安全対策はセキュリティ･ポリシーの策定が基本

設備･技術･運用面のバランスのとれた対策を

具体的な安全対策 ―運用面

価値ある情報資産のセキュリティをどう守るか
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＊業務担当者の特定(ホストのオペレータ、テープ
管理者などを特定する)

＊テープ管理台帳の作成(テープなどが、いつ何の
業務に使われたかなどを記録し管理する)

●対策のポイント

設備面での安全対策は、防火、耐震、電源などコ
ンピュータ室および設置設備面の対策が中心とな
る。
設備面の安全対策を講じる際のポイントは以下の
点が挙げられる。
①コンピュータ室内部、電源、空調、盗難、機器の
異常(漏電、火災、異常温度などによる)検知･ア
ラームの設備などを十分チェックし、対策を講
じるべき点を細かく分析する。

②設備の導入には費用がかかるため、予算措置を講
じる必要がある。

③安全対策施工のため、機器の稼働停止、中断･移
動や電源の停止などが必要となるケースが多い。
このため、システム運用部門と緊密な連携をと
り、工事･搬入･据え付けなどに、施工･設備会社
を含めた綿密なタイム･スケジュールを立案する
必要がある。

④工事作業中にもマシン類は稼働しているため、ほ
こりを除去する間仕切りや壁などで運用環境を
維持する。

⑤安全確保には二重化が望ましいが、設備だけでな
くデータ類を含めて二重化しないと安全対策強
化にはつながらない。

●重点施策

コストが絡むことを考えると、設備面の優先的な
安全対策項目としては以下の点が挙げられる。
①空調設備の二重化
コンピュータにとっては空調機が不可欠である。
予算面の制約がある場合にも、複数台用意すること
が安全対策上から強く望まれる。
②停電対策
停電時の対策として無停電電源装置(UPS：バッ
テリーによる電源供給装置)の導入が有効である。
UPSを導入することで、電源の瞬断によるデータ破
壊を防止できる。予算面を考慮するなら、本体、
ディスク、通信装
置などに優先度を
設けて必要最低限
のUPSを設置する
ことも考えられる。
③耐震対策
最近はオフィス

環境でのパソコン
利用が進んでお
り、ほこりの除去、
棚や本体の落下防
止などパソコンの
安全対策に目を向
ける必要がある。
④データ保護
データ類をオフィ
ス内の机上やコン
ピュータ室の棚に
置くケースが見受
けられ、管理の徹
底を図る必要があ

る。重要なデータは、専用の保管庫を利用すること
が必要である。
⑤入退出管理
建物だけでなく、施設内の入退室管理を徹底する
必要がある。入退室管理については、すべての施
設／マシン室／保管庫など施設ごとに入出できる人
を特定し、すべてをコンピュータで管理する入退室
管理システムの設置が望まれる。
⑥消火設備の充実
最近ではオゾン層を破壊しない新ガスの自動消火
設備が登場しており、消火技術の動向を把握し、十
分な配慮が必要である

いずれの安全対策でも重要なことは、リスクと対
策のバランスである。リスクによっては大きなコス
ト負担が必要であるが、限られた資源でいかに全体
の安全性を維持し、それぞれのリスクに一定以上の
水準を確保するかは難しい判断を迫られる。
その場合、総合的な視野からのコンサルティング
能力を持ったベンダの選択が重要になる。さらに、
安全対策設備の施工は、システム運用と密接な関係
があり、コンピュータ･システムに精通し、かつ安
全対策の専門知識や経験が必須となる。設備施工業
者の選択には、単に技術の深浅だけでは律しきれな
い要素がある。現状の要求だけでなく、将来を見通
して電源、空調などの容量をどこまで確保するかは、
当該企業の業務と情報システムに通暁し、確たる長
期の予測をもって判断しなければならない。これを
誤ると追加工事や過剰設備となって無駄な投資を強
いられることとなる。
日本ユニシスでは、長い経験とノウハウを積んだ
設備エンジニアがカストマ･エンジニア、システム･
エンジニアと緊密な連携を取りながらコンサルティ
ングから設計、施工サービスまでを提供している。

技術面の安全対策は、コンピュータのハードウェ
ア／ソフトウェアの信頼性、安全性を確保すること
が基本要件である。また、不正プログラムの防止、
データ保護、災害対策、障害の発見･回復、障害時

の代替機能、アクセス制御機能などをシステムに組
み込むことが必要である。
●重点施策

①不正利用に対しては、ファイル保護キー、自動端
末識別名の付与、識別･認証･許可、アクセス制御、
データの暗号化などの対策を講じる。
②災害に対しては、バックアップの取得と保存、自
動集中監視システムの導入などが必要である。
③事故･故障に対してバックアップの取得と保存、
装置の二重化、保守点検の徹底、また障害回復
システムの充実やフェイルソフト、フェイル
セーフ機能が有効である。
④エラー(過失)に対しては、運用管理システムの導
入、品質管理の徹底などで対応する。

情報システムは、従来からの専用の設備(コン
ピュータ室)と専門の要員によって運用されるホス
ト･システムだけでなく、今や、部門システム、オ
フィス･システム、さらには社員が外出時に携帯す
るモバイル･システムまでが利用されている。そし
て従来文書で管理していた情報は電子媒体に変わり
つつある。企業内の誰でもが情報システムを使用し
てビジネス活動を展開するシステムの拡大･分散化
時代にあって、情報セキュリティの確保は一層困難
さを増している。インターネットの利用は、これに
さらに拍車をかけている。
インターネットの便利さの裏側には、インターネッ
トを使った犯罪という大きな危険がはらんでいる。
例えば、他人のID(認証番号)やパスワードを盗み
出して不正にネットワークに侵入する｢なりすま
し｣、ネットワーク上を流れるデータを横取りして
悪用する｢盗聴｣、｢コンピュータ･ウイルス｣など多
岐にわたっている。
日本ユニシスでは、ネットワーク時代のセキュリ
ティ･サービスとして｢iSECURE｣を提供している。
iSECUREは、トータルなシステムの安全性を総合
的かつ段階的に高めるための連続したプロセスを
“セキュア･ライフサイクル”として定義し、モジュー
ル化されたセキュリティ･サービス･メニューを、お
客様のシステム構成、セキュリティ･ロードマップ
に沿った形で無理なく導入できるものである。
セキュア･ライフサイクルは次の5つのサイクルか
らなっている。
①現状システムの安全性の定量的チェックと課題の
洗い出し
②セキュリティ･ポリシー決定のための調査と方向
性の策定
③セキュア･システムの設計･開発･構築･運用のサ
ポート
④システム構築後のセキュリティ向上度の監査･認定
⑤システム構築後のセキュリティ監視、危機検知に
基づく対処
このサイクルに対応したサービスを自由に選択す
ることで高度なシステム･セキュリティが確立でき
ることとなる。 (図3)

[注]
＊主な安全対策基準：
・通商産業省｢情報システム安全対策基準｣
・通商産業省｢情報処理サービス業情報システム安全対策実
施事業所認定制度｣

・金融情報システムセンター(FISC)｢金融機関等コンピュー
タ･システムの安全対策基準｣
この他、郵政省、警察庁、建設省、消防庁などから各種
の基準･指針が提示されている。
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具体的な安全対策 ―設備面

設備エンジニアの総合コンサル力が決め手

具体的な安全対策 ―技術面

ネットワーク時代の安全対策を支える「iSECURE」

診断�

ポリシー策定�

構築･運用�
�

監査･認定�

監視�

セキュリティ診断サービス�
・ISS Internet Scannerなど�
・ICSA TruSecure

セキュリティ監視サービス�
■不正アクセス�
■インターネット･アクセス管理�

■リスク分析�
■ポリシー策定�
■ガイドの作成�
■監査�

セキュア･ネットワーク�
環境構築サービス�

■リモートアクセス�
■ファイアウォール�
■VPN�
■PKI(認証局サービス)

企業内統合�
セキュリティ�
環境構築�
サービス�

■コンサルティング�
■導入�
■運用支援�
■管理者教育�

セキュリティ監視サービス�
■不正アクセス�
■インターネット･アクセス管理�

セキュリティ監査／�
認定サービス�

コンピュータ�
ウィルス�
対策支援サービス�セキュリティ･�

ポリシー策定�
コンサルティング�
サービス�

■コンサルティング�
■S／W導入�
■運用保守�
■診断評価�
■教育�

図3 日本ユニシスのセキュリティ･サービス｢iSECURE｣
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情報処理サービス業を営む電算では、日本品質保

証機構(JQA)の定める情報システム安全対策基準(設備

関連)の実施と、システム運用面での通産省の基準に

沿った対策を実施し、｢情報処理サービス業情報シス

テム安全対策実施事業所｣認定を取得した。この安全

対策基準は、設備基準95項目、技術基準19項目、運

用基準48項目、合計162項目からなり、設備関連、情

報システム関連、建物および屋内まで広くカバーし

ている。認定取得によって、同社は信頼性の高い安

心な情報サービス事業所であることを立証している。

以下、安全対策基準をどのように実施したか、同

社の対応事例を紹介する。

同社の営業エリアは、長野県全域と新潟県にも及
び、両県下の140の自治体をはじめ、全国に多数の
ユーザを擁する長野県最大規模の情報処理サービス
業である。
広域にまたがって情報処理サービス業を展開する
同社にとって、コンピュータ･システムに関わる安
全対策は、基本的要件であるばかりでなく、その社
会的使命を完遂する上で欠かせない。
取締役システム運行本部長山田洋一氏は、安全
対策についての基本的な考え方について、次のよう
に語っている。
｢当社はお客様の貴重なデータを預かって処理す
る上から、“安心してまかせられる”企業でなければ
ならない。機械や設備の代替は可能だが、情報はそう
はいかない。このためには、情報の機密保護、保管、
保全を徹底し、さらにコンピュータ･システムのセキュ
リティを確保するために、設備と運用の両面からの
安全対策が不可欠になる。当社では、安全対策につ
いては従来から万全の対策を講じてきたが、さらな
る安全を確保し、その証をお客様に認識していただ
くために、通産省の認定制度にチャレンジした｣。

同社がこの認定制度取得を図った当初の動機は、
通産省のSO認定(特定システム･オペレーション企
業等認定制度)の取得にあった。｢特定SO企業等｣と
は、情報システムの利用者から委託を受け、自己の
事業所内のコンピュータにより、情報システムの管
理･運用を一括して長期間営む企業などを指す。
この制度は、特定SOサービスを的確に遂行でき
る安全対策、経理的基礎、技術的能力、特定SO
サービスの実績を備えている企業を厳正な審査を経
て認定するものである。
そこで、このSO認定取得を目指し、その第一弾
として、安全対策実施事業所認定制度に取り組むこ
ととしたという。

認定取得の検討が開始されたのは、93年2月。シ
ステム運行本部を中心にプロジェクト･チームが発
足し事前準備を開始した。

安全対策基準の認定制度は、JQA(日本品質保証
機構)による設備面の審査･認定が前提になり、その
上で通産省による運用面を含めた審査を経て、最終
的に同省が認定する仕組みである。
そこで、まず94年にJQAの事前検査を依頼した。
この結果に基づき、設備、運用面での対応策とタイ
ム･スケジュールが策定され、まず設備関係から着
手し、並行して運用面の対策を実施した。
当初は93年から6年間かけて取得することを目標
としたが、95年1月の阪神大震災を教訓に対応策完
了時期を早めることとした。
95年12月、96年5月の予備検査、96年6月の本検査
を経て、96年6月にJQAの認定(設備関連)を受け、96
年12月に正式に通産省の認定を受けた。認定までの
期間は検討開始から3年10カ月である。
これに伴い97年3月には、当初目標のSO認定を長
野県下初の企業として取得した。さらに、99年12月
には通産省制度更新に伴う更新検査にも適合して
いる。 (下表)

同社は主な安全対策実施項目として以下の点を挙
げている。
設備面での基準項目は、コンピュータ･システムの
機能(障害時に代替可能など)、構成機器、電源設備、
空気調和設備などの安全対策、技術基準(コンピュー
タ･システムの機能など)を含めて114項目にわたる。
同社の場合、従来から安全対策を講じてきたが、
事前検査結果により、43項目にわたる改修工事が必
要とされた。例えば、耐震工法の導入、コンピュー
タ室の無窓化、防火設備機器の設置、床配線工事な
どである。また、入退室管理システムを、ビルの受
付、事務室、CPU室、オペレーション･ルーム、MT
保管庫などの主要箇所に設置した。
一方、運用基準は、事業所の組織体制、システム
の安全対策に関わる規程、入退管理、運用管理など
48項目ある。同社の場合、新たに対応した項目は
8項目であった。
主要なものは、36項目からなる緊急対応マニュア
ルの策定、全社員への安全教育の実施(95年以降実施)、
毎月1,500本～2,000本にのぼる重要な更新ファイルを
別棟に用意したMT保管庫へ保管するなどである。

同社の場合は、既存の建物･施設に対し安全対策
を講じたものであり、新規施設に対する認定取得と
は異なった配慮が必要とされた。
システム運行部長中原澄人氏は、｢現在の社屋は
70年に建築されたもので、安全対策基準認定取得に
向けた対応を開始した時点で築20年余を経過してい
た。このため、認定取得には大きな困難を伴うもの
と懸念されたが、JQA(日本品質保証機構)の事前検
査の結果は、一部の改修で資格取得が可能というも
のであった。結局、新たに改修すべき項目は、43カ
所であると分かり早速対策に取り組んだ。
改修作業に当たっては、平常業務に支障をきたさ
ずに行うことを前提に進めた。このため、コンピュー
タ運用スケジュールの調整、数回にわたる機器の移
動、さらには給電設備の追加に伴う外部企業との調
整などで、新規施設での認定取得にはない配慮を要
した｣と語っている。

安全対策実施に当たって、同社ではJQA認定基準
に関わる付帯設備面について、実施計画から施工、
さらに入退室管理対応などを日本ユニシスに全面的
に依頼した。
中原氏は、｢阪神大震災の経験を活かしたアドバイ
スにより、実施完了時期を前倒しし、認定基準を上回
る耐震レベル(基準は200ガルの耐震レベルを980ガ
ルに)を施した。また当初の基準項目は入室管理だ
けであったが、日本ユニシスのアドバイスに基づき
退室管理も講じたため、制度更新(99年)に伴う新基
準の入退室管理については省略することができた。
そのほかの分野でも更新作業は少ない労力でクリア
できた。日本ユニシスの先見的かつ的確な対応で、
円滑な対策を講じることができた｣と語っている。

2000年9月1日第473号
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認定取得は“安心してまかせられる”企業の証

SO認定を目標に安全対策基準に取り組む

阪神大震災を教訓に6年計画を4年弱でクリア

平常業務と並行しつつ安全対策を実施

日本ユニシスの適切な支援を高く評価

認定取得に向けて
43項目にわたる改修工事を実施

特集.情報システムの安全対策

電算
通産省の｢情報処理サービス業情報システム安全対策実施事業所｣認定を取得

万全の安全対策で｢安心｣を獲得

■株式会社電算　http://www.ndensan.co.jp/

◆長野県を中心に新潟県を含め、地方自治体、各種団
体、民間企業などを対象に情報処理サービス業を展
開。長野県下最大手である。
◆所在地＝長野市県町451
◆代表者＝田幸淳男社長
◆売上高＝125億5,000万円(99年度)
◆従業員数＝670人(2000年4月)
◆使用機種＝ClearPathサーバ｢HMP IX5600-22B｣、エ
ンタープライズ･サーバ｢UNISYS2200/5111-ME｣ほか

↑本社ビル
←認定証

通産省｢情報処理サービス業情報システム安全対策実施事業｣�
認定取得までの経緯�

(SO認定：特定システム･オペレーション企業等認定制度)

93年  2月�

94年12月�

95年  2月�

95年  8月�
95年12月�

96年  5月�

96年  6月�

96年12月�

97年  3月�

99年12月�

2000年3月�

取得検討開始(6年計画)�
(プロジェクト･チーム発足)

JQA事前検査�
(タイム･スケジュール策定)

阪神大震災(95年1月17日)を教訓に早期完了を決断�
(6年計画の見直し)

設備関連工事開始／運用基準対策開始�
�JQA予備検査�

JQA予備検査�

安全対策完了、JQA本検査�
JQA検査適合報告書受領�

通産省 安全対策実施事業所認定取得�
通産省SO認定取得�

通産省、安全対策実施事業所�
認定更新取得�

通産省SO認定更新取得�
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取締役 経営企画室長 村田 憲昭氏
は、｢近年の競争激化に対応するには、
顧客サービス、輸送品質の向上、さら
にコスト競争力を強めることが企業盛
衰を握る。そこで、トラックにモバイ
ル携帯端末を搭載し、集荷から到着ま
での配送状況をリアルタイムで把握
し、荷主からの問い合わせにも即座に
的確な回答ができ、運行の効率化や作
業効率のさらなる改善を図ることを目
的に新たな情報システムを構築するこ
ととした。同時に、ホスト･コンピュー
タの増強を図り、新コンピュータ･セ
ンターを開設し、システム、施設の両
面にわたって顧客サービス向上に万全
の体制を作り上げた｣と語っている。

新情報システムは、自社･協力会社
などのトラックに搭載したモバイル携
帯端末とコンピュータセンター、事業
所(物流拠点)をネットワーク化し、さ
らに、流通センター、配送センターな
ど関連事業所間も含め、全事業所を
ネットワーク化することを基盤として
いる。 (図)

営業乗務員(集配業務)、運行乗務員
(幹線運行業務)、ホーム作業員(仕分
け場業務)がモバイル携帯端末(延べ約

5,000台)から、すべての作業をリアル
タイムに入力する仕組みである。集荷
入力は、事前にダウンロードした集荷
先を選択し、送り状番号(バーコード)、
個数、重量、届け先電話番号で行うよ
う入力の簡素化を図っている。
トラックに搭載する集配支援端末の
データは、NTTドコモの携帯電話網に
よるDoPa通信(パケット通信網)でセン
ターに送信される(全集配車輌のデー
タをリアルタイムで送受信する仕組み
はトラック業界初)。また、事業所で
使用する運行支援端末のデータは構内
無線で送受信され、専用回線でホスト
に送信される。さらに、関連事業所と
はINS網やFR網(フレームリレー網)で
送受信される。

(1)貨物追跡の高度化･ネットワーク化

＊お客様の問い合わせに、従来よりも、
より正確に回答することが可能なシ
ステム
・貨物がどこにあるのか、現在どの作

業まで進んでいるのかがリアルタイ
ムに分かる。

・集荷時間や配達時間も正確に予測で
きる。

＊全国の業務提携会社とインターネッ
トによるリアルタイムな貨物追跡
提携会社のホスト･コンピュータと
接続し、全国どこへ行った貨物でも貨
物の所在が分かる。
(2)輸送品質向上のための支援システム

の構築

＊積み残しや誤作業を事前に防止し、
輸送品質の向上を支援するシステム

・誤作業に対し、携帯端末機で警告す
るシステムを採用している。

・携帯端末機で、積み残しなどの貨物
が確認できるシステムにしている。

・持出情報に対する完了情報の入力洩
れ･代金引換などの回収洩れを警告
する。

(3)車輌の生産性向上を支援するシステ

ムの構築

＊貨物量を事前に掌握することによ
り、事前に作業手配や車輌手配を支
援するシステム

・集荷物量･方面別発送物量･市町村別
到着物量を事前に通知する。

・車輌の積載率を向上させるための配
車支援システムを構築する。

(4)最新ネットワーク技術の導入

＊TCP／IPを採用し、関連部門･子会社
にも全社レベルで電子メールを導入

・全社の事業所で社内外との電子メー
ルを可能とし、データ交換などもサ
ポートする。

・データ／音声のネットワークの統合
を図り、高速化、コスト削減を実現

する。
(5)データベースの整備と活用、渉外支

援システムの検討

・データベースの整備とペーパーレス
化を推進する。
・営業担当者のモバイル携帯端末の活
用を検討する。
(6)データ入力の非専任化

＊専任要員による入力作業が軽減さ
れ、その余力を荷主サービス強化な
どに振り向けられる。
情報システム部長 渡辺 辰夫氏は、

｢まずは今回のシステムを軌道に乗せ
ることに全力を傾注する。今後は、
データベースの整備と活用、電子メー
ルの活用、渉外支援を目指した営業担
当者のモバイル携帯端末の活用などを
視野に入れ、総合物流企業として情報
システムのさらなる拡充を進めていく｣
と語っている。

同社のコンピュータセンターは、
1972年、業界に先駆けてオンライン･
システムを導入以来、長年にわたり運
用されてきたが、建物の老朽化が進ん
だこと、併せて情報技術による顧客サー
ビス向上を図るために情報システムの
刷新を行うことから、新コンピュータ
センターを竣工した。
新コンピュータセンターは、敷地

7,156平方メートル、鉄骨2階建て延べ
床面積1,907平方メートル。
新センターにより、コンピュータ室
および事務所面積は従来の約2倍の広
さになり、これに伴い、ホスト･コン
ピュータを最新鋭の｢UNISYS IXR5600-
32D｣に増強し、処理能力、スピード、
容量も倍増した。
また、災害に対する備えの面では、
万が一の地震にも耐え得る｢三次元免
震床構造｣を施し、48時間の無停電装
置も装備している。セキュリティ面で
は、JQA(日本品質保証機構：2～4面の
特集記事参照)の認定を受けており、
従来の施設に比べ危機管理機能を格段
にアップしている。 UN

トナミ運輸では、自社トラックにモバイル携帯端末を搭載し、集荷から到

着までの配送状況をリアルタイムに把握し、荷主からの問い合わせに即時に

対応するなど、顧客サービス、輸送品質向上を目指した｢戦略情報システム｣

を構築した。併せて、新コンピュータセンターを開設、ホスト･コンピュー

も増強し、8月15日より本番運用を開始した。

◆北海道から九州･沖縄まで、全国津々
浦々に輸送ネットワークを確立し、保
管･配送･情報処理の一体化システム
で、あらゆる輸送ニーズに応えている
貨物自動車運輸業の大手。情報処理や
ソフトウェアの開発･販売、インター
ネット･プロバイダ事業も手がけてい
る｢総合物流企業｣である。

◆所在地＝富山県高岡市昭和町3-2-12
◆代表者＝南義弘社長
◆売上高＝1,002億9,000万円(2000年3
月)

◆保有車両=約5,500台
◆従業員数＝5,800人
◆使用機種＝ClearPathサーバ｢HMP
IXR5600-32D｣ほか

貨物追跡のリアルタイム化を実現した
｢戦略情報システム｣を運用開始

新コンピュータセンターを開設、ホスト･コンピュータも増強

流通ソリューション

トナミ運輸

■トナミ運輸株式会社　http://www.tonami.co.jp/

顧客サービスの向上、輸送品質の
向上、コスト競争力強化を目指す

集配状況をリアルタイムに把握

新コンピュータセンターを開設

顧客サービス向上� 輸送品質向上� 生産性向上�

出荷主様� 荷受主様�

インターネット貨物追跡･運賃照会�

インターネット網�

お客様ホスト�
コンピュータ�

集荷依頼�
各種問合せ�
&データ交換�

EDI

お客様パソコン�
集荷時刻照会�
貨物追跡照会�
運賃照会�

i･モード�
ez-Web�
J-sky

配達時刻照会�
貨物追跡照会�

各種問い合わせ�
�トナミ�

ホスト･コンピュータ�
トナミ�

ホスト･コンピュータ�

集荷登録� 積込検品発送�
入力�
�

運行車出発�
入力�

運行車到着�
入力�
�

持出入力� 配達完了�

集配車･�
ハンディ端末�

集配車･�
ハンディ端末�

運行車･�
ハンディ端末�

運行車･�
ハンディ端末�

貨物追跡�
作業進捗管理�
車両稼働管理�

作業支援�
・誤仕分防止�
・誤積込防止�
・積残し防止�

作業支援�
・誤仕分防止�
・誤積込防止�
・積残し防止�

配車支援�
・集配車�
・運行車�

配車支援�
・集配車�DoPa網�

専用線網�

集荷指示�トナミ発店� トナミ着店�営業店サーバ� 営業店サーバ�

システム全体構成図

新コンピュータセンター全景

稼働式でのトナミ運輸 南 義弘社長(右から4人
目)、日本ユニシス菊本宏一常務(同5人目)

主な機能･特徴
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エンターテイメント･ソフト市場は、
CD、ビデオ、テレビゲームの出現に
より急拡大した。コンテンツのデジタ
ル化は一層成長に拍車をかけている。
明響社の成長は、チャンスとリスクを
合わせ持つこの市場に対して、常に一
歩先を見据えた事業システムを提供す
ることで実現している。その事業シス
テムの特徴は、レコード、CD、テレ
ビゲームとコンテンツの発展に合わせ
て、一人のユーザが複数のコンテンツ
を楽しむという事実を踏まえて、その
複合化を図ってきたところにある。そ
れがもっともよく現れているのが｢TV
パニック｣事業である。ユーザ側に
立ったコンテンツを選択し、ユーザが
それを低価格で容易に入手できる事業
システムを構築し、その円滑な推進の
ために情報システムを効果的に活用す
ることで同社は発展してきた。

同社の情報システムは以下の四つの
システムからなっている。
①店舗販売管理システム

加盟店、直営店に設置されたPOSに

よって販売動
向をリアルタ
イムに把握す
るもの。
②情報系(店頭

情報管理)シ

ステム

POSシステムで得られたデータを基
に店舗に有益な情報を提供する経営支
援システムである。(詳細後述)
③基幹業務システム

商材の動きに合わせて発生する商品
マスタの管理、在庫管理、受発注、買
掛･売掛管理を行うシステム。
④社内情報共有システム

情報システムが生み出す情報を社内
スタッフがリアルタイムに共有するた
めのグループウェア･システムである。
同社のテレビゲーム事業をNo.1の座
に成長させた要因の一つは、全店の
POSデータを本部で蓄積し、さまざま
な角度から分析を加え、店舗の効率的
な運営をサポートする情報に加工し、
各店にフィードバックする情報系シス
テムを業界に先駆けて運用してきたこ
とにある。
戦略的な情報系システムの役割につ
いて、取締役情報システム部 担当役
員／eビジネス推進部長安達博之氏は

次のように語っている。｢テレビゲー
ムは“旬の商品”であり、市場に出て、
評価されてから品揃えしていたので
は、お客様にタイムリーな商品提供は
できない。ブレークするソフトを正確
に判断できる目利き人としての感覚と
データに裏付けられた情報が必要とな
る。同時に安定した商品供給を受ける
ためにメーカーとの間に太いパイプを
築くことも重要である。その役割を情
報系システムに求めた。情報系システ
ムの活用が他社との有力な差別化戦略
となり、躍進のための原動力となって
いる｣。
この情報系システムは、UNISYS PC
サーバ｢AquantaQS/2｣によるWindows
NTベースのシステムに一新された。
刷新の目的は、拡大する店舗展開に備
えて処理の高速化、情報検索のスピー
ドアップと検索のきめ細かさ、柔軟性、
正確性などを実現しつつ、先進技術が
もたらすコスト低減の効果を享受し情
報化投資を削減することにあった。

同社の事業のうちテレビゲームの新
作ソフト販売を行うTVパニック／ゲー
ムナビ事業は加盟店の買取商品であ
り、加盟店は常に発注責任と在庫リス
クを負う。このため、売れ筋ソフトの
見極めと、販売チャンスロス／在庫リ
スクを軽減する発注が重要となる。
同社の情報系システムは、この発注
業務を着実に実行できる。例えば発売
前の見込みオーダーは過剰在庫に結び
つく恐れがある一方、過少オーダーは
販売チャンスロスを招く危険性もあ
る。このため情報系システムでは、発
売されるゲーム･ソフトに類似するソ
フトの個店別販売実績を分析し、それ
ぞれの加盟店に対して発注提案を行う。
その後、店頭における当該ソフトの
予約状況やメーカーのキャンペーンな
どを分析材料に加え、発売日前の追加
オーダーの提案を行う。また、発売後
にはチェーン全店における販売データ
をもとに販売チャンスロス軽減のため
のバックオーダーを提案する。
発売後2週間目には販売実績をもと
に基本在庫を認定し、販売チャンスロ
スや在庫ロス軽減のための徹底した管
理を行う。一方、売れ残りソフトに対

しては本部のスーパーバイザーが売れ
筋、死に筋情報を分析して、売価の
マークダウンや陳列などを個別に指導
し、在庫リスクヘッジをサポートする。
これにより、加盟店では、適正な発
注が可能となり、販売機会の損失と過
剰在庫の防止が図られている。 (図)

情報系システムには、日々送信され
てくる最新の店頭販売データやユーザ
の消費動向データが蓄積されている。
それらのデータをメーカーと一体となっ
て分析･加工するチーム･マーケティン
グの展開により、ユーザの消費性向を
把握し、ユーザの共感を呼ぶソフトの
開発･生産に活かしている。その結果、
メーカーとの太いパイプづくりに成功
し、加盟店へ安定して供給できる強力
な商品供給力が確保されている。

同社は、本年6月にeビジネス推進部
を発足させた。狙いはインターネット
を駆使した新たな事業領域を起こすこ
とにある。その事業展開のテコとなる
のがインターネットを全面的に応用し
た｢webPOS｣である。｢これはWebを介
してPOS情報を収集することで、これ
まで以上に店舗の現状を迅速に把握す
るもの。1日前のデータではもはや古
すぎる｣(安達氏)という。
POSからの売上データは、インター
ネットを通じて本部に直接収集され
る。本部ではリアルタイムで各店舗の
データを共有できるため、店頭データ
の分析や加盟店のサポートが迅速かつ
細やかに行える。
｢これによって、3～5坪のスペース
でもテレビゲーム･ショップを開店で
きる。webPOS の早期普及に努め、提
供先の事業システムが抱える課題を解
決するソリューション･プロバイダと
して、新たな事業領域の開発に挑んで
いきたい｣(安達氏)としている。

2000年9月1日第473号

UN

音楽やゲーム、映像が与えてくれる感動(コンテンツ)をユーザにマッチした

流通システムに乗せて提供することで、二人の兄弟が立ち上げた小さなレンタ

ル･レコード店が急成長を遂げている。“コンテンツ･パイロット”を標榜する明

響社である。同社の急成長を支えるものが、変化の激しいエンターテイメン

ト･ソフト市場の動向に合わせた事業システムの開発と、その展開の基盤とな

る情報システムである。情報システムによって、①データに裏付けられた発注

提案など加盟店へのきめ細かなサポート力、②目利き人としての安定した商品

供給力、③メーカーと一体となったチーム･マーケティング力を実現している。

◆“コンテンツ･パイロットとして人へ社
会へ楽しさを響かせたい”を基本理念
とする明響社の中核事業がテレビゲー
ム･ショップ｢TVパニック／ゲームナビ｣
のフランチャイズ･チェーン。2000年
7月末現在で全国約500店を展開し業界
No.1を確保している。レンタルCD卸事
業、ビデオレンタル直営店事業もユー
ザの気持ちを大切に、ユーザに代わっ

て事業を推進する、という｢ユーザオリ
エンテッド｣の発想で貫かれている。
◆所在地＝大阪府豊中市岡町2-5
◆代表者＝土井丈二社長
◆売上高＝350億円(99年度)
◆従業員数＝234人(2000年7月末)
◆店舗数＝直営店25店／FC加盟店：509店
◆使用機種＝UNISYS PCサーバ｢Aquanta
QS/2｣など

TVゲームショップ事業No.1を支える
情報系システムを刷新
情報武装の強化を図る

流通ソリューション

明響社

■株式会社明響社 http://home.meikyosha.co.jp/
http://www.tvpanic.com/

成長の源泉は変化を先取りする
事業システムの提案

合い言葉は
“リテール･サポート･カンパニー”

インターネットの活用で
新たな事業展開を目指す

情報システム力で業界No.1を確保
加盟店支援ツール�

明響社�

メーカー�

POS情報�

適正価格･適正発注提案�
発注�
納品�

FC

ユーザ�

新作案内�

ゲ
ー
ム･

ソ
フ
ト�

情
報�

発
注�

納
品�

顧
客
情
報�

モデルフェイス表�
ポイント商品情報�
新作消化率速報�

バックオーダー発注書�
新作発注提案書�
※類似ソフト販売データ�

明響社、FC、メーカーが一体となった情報共有化の仕組み

安達博之氏

TVパニック･ショップ
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同社は、奈良県を中心に約200路線
に及ぶ乗合バス事業を展開している。
バスをダイヤどおりに走らせるため、
各営業所の運行管理者(助役)は点呼表
と呼ばれる勤務割付表の作成と点呼表
に基づいた乗務員の割り当て、時間外
勤務の計算などを毎日手作業で行って
いた。
付帯事業本部 情報システム部次長
水田 典男氏は、｢私も助役経験者の
1人として運行管理業務に携わってき
たが、長年の経験と勘を必要とするシ
ステム化が困難な特殊業務で、これま
で手作業ベースで処理してきた。しか
し、バス業界を取り巻く厳しい経営環
境に対処するには情報武装と業務改善
が必要との認識が高まり、業務改善の
柱として、この運行勤務管理業務をシ
ステム化することになった｣と説明する。

システム化に当たっては、①効率的
な業務方法を構築し、省力化／スピー
ド化を図る、②勤務データなどを詳細
に分析･把握することで、意思決定の

スピード化を図る、③時代に即応した
OA化を推進する、の3点を基本コンセ
プトとした。
このコンセプト実現に向けて、日本
ユニシスをシステム･インテグレータ
(SI)として選定、業務システムの開発
のみならず、本社･営業所間のWAN、
本社･営業所内のLAN構築まで、全面
的にシステム構築に当たった。｢日本
ユニシスをSIとして選んだのは、①単
なる事務処理ではなく運行管理者の思
考を助けるシステム構築、②GUIをフ
ルに活用して誰もが使いこなせるシス
テムを提案されたこと、③同社にはバ
ス事業に精通したSEが存在し、当社
の事業スタイルに合わせた運行勤務管
理システムが可能になる、④併せてバ
ス時刻案内システムも構築することに
なったが、この種のシステム開発で実
績を有しており、短期開発が可能にな
ると判断したからだ｣(情報システム部
課長中前浩也氏)としている。
その結果、運行勤務管理システムは、

当初の予定どおり開発を完了、本年
4月から主要営業所を皮切りに順次導
入が開始され、本年9月に全営業所へ
の導入が完了する。

運行勤務管理システムは、Windows
NTをベースとするC/Sシステムで、
①本社システムからダイヤ情報･人事
情報を営業所サーバに取り込んでの
点呼表の自動作成機能

②代走の時間外計算の自動計算機能
③勤務系統に車両を貼り付ける自動配
車機能

④点呼表による勤務割付支援機能
⑤勤務実績分析機能
等々の各種機能が付加されている。
｢これら機能の中での目玉は、点呼
表を作成する画面にGUI機能をフルに
活用したことで、PC操作に不慣れな
運行管理者でも、マウスの操作で視覚
的に入力作業が簡単に行えることにあ
る｣(情報システム部大西秀樹氏)とし
ている。

各乗務員の勤務がどうように割り当
てられ、点呼表が作成されるかを｢画
面｣をもとに紹介する。
まず、勤務を割り付ける前に、予め
必要な情報、例えば各乗務員の指定休
日や年休予定日などをPCに登録する。そ
の他、流用(乗合バスを貸切
バスに使うケース)など通常ダ
イヤ以外の業務も登録する。
登録が終了してからPCの
メニュー画面の勤務割付を
クリックすると画面1の点呼
表(勤務割付)が表示される。
画面左側には所定勤務系統
番号、それに対応した乗務
員名、勤務開始時間、終業

時間が、中央には勤務系統の詳細が車
両バー／勤務バーとして表示される。
代走による勤務移動を行う場合、こ
のバーをドラッグ＆ドロップ操作で、
所定の箇所に移動すると、時間外勤務
も自動的に計算される。バーには、車
両や勤務の詳細データが保持されてい
るからだ。ダイヤ以外の業務も登録し
ておけば、同様にバーの形で、表示さ
れるので、このバーを各勤務系統に割
り付ければよい。車両も自動的に割り
当てられるので、面倒な配車作業も不
要となる。
このシステムの活用により点呼表の作
成から勤務割り付けまでが年間約8,000時
間、勤務時間の計算や勤務表への転記
作業が同13,000時間の計21,000時間が
削減できると試算している。

同時に、Web技術を全面的に採用し
た｢バス時刻運賃案内システム｣も構築
され、本年3月から本社テレフォンセ
ンターで運用が開始された。
これにより、テレフォンセンターで
は、お客様からの時刻案内の問い合わ
せに対し、待たせることなく、瞬時回
答が可能になった。また、お客様自身
が同社ホームページを通じて路線バス
網の時刻運賃案内へアクセスすること
も可能になった。 (画面2)

◇
｢バス業界も経営の効率化、スピー
ド対応などが求められている。そのた
めにも今回開発のシステムに収入実績
分析機能を付加するなど一段と充実さ
せ、全社的な経営支援ツールに発展さ
せていきたい｣(水田次長)としている。

ユニシス・ニュース
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奈良交通
奈良交通では、業務改善の一環として、営業所でのバス運行に不可欠な点

呼表(勤務割付表)の作成と乗務員の勤務割り当て業務を支援するWindows NT

ベースの｢運行勤務管理システム｣を構築、運用を開始した。これにより大幅

な省力化と、営業所から本社への詳細な情報の伝達･スピード化を実現させ

た。同時に｢バス時刻運賃案内システム｣も構築し、お客様からの問い合わせ

に対する速やかな回答はもとより、お客様自身が同社ホームページを通じて

運行時刻･運行経路･普通運賃･定期券運賃などを検索可能とした。

両システムとも日本ユニシスがアプリケーション開発からネットワーク構

築まで全面的なシステム構築に当たり、スケジュールどおり稼働させた。

◆地域住民の足を守る公共交通バスとし
ての使命を担いつつ、国際観光都市奈
良の特色を生かしながら地域密着型の
経営を展開し、奈良県下はもとより、
京都府、大阪府、三重県、和歌山県に
も路線を展開している。1日当たりの
走行キロ数約12万Km／輸送人員約21

万人で、関西民営バス会社の最大手。
◆本社＝奈良市大宮町1-1-25
◆代表者＝國友正道社長
◆従業員数＝1,642人
◆売上高＝204億2,898万円(99年度)
◆輸送人員＝約21万人／1日
◆運行路線数＝197路線

Windows NTベースの｢運行勤務管理システム｣と
Web技術採用の｢バス時刻運賃案内システム｣稼働開始

社会公共ソリューション

■奈良交通株式会社 http://www.narakotsu.co.jp/

業務改善の柱として
運行勤務管理業務をシステム化

日本ユニシスが全面的にシステム
構築に当たり、短期開発を実現

PCに不慣れな運行管理者でも
容易な操作性を実現

点呼表をもとにした勤務割付の実際

｢バス時刻運賃案内システム｣も構築し
インターネットで検索可能

・人事情報入力�
・振休指定入力�
・流用入力�
・臨時営業入力�
・業務入力�

給与計算システム� バスダイヤ･システム� 車両システム�

本社･営業所間ファイル転送�

人事マスター�

休日情報マスター�

勤務系統マスター�

車両マスター�

車両情報�

点呼表データ自動作成�

点呼表データ�

勤務割付�

点呼表データ�

帳票出力� 勤務実績入力�

勤務実績データ�

勤務状況表�

営業所�
人事マスター�
・人事情報�
・流用台帳�
・臨時営業�
・業務台帳�

ハードウェア／ソフトウェア�
�運行勤務管理システム�

●サーバ�
　・HP for Unisys NetServerLC3PⅢ�
　　(RAID対応PCサーバ)�
　・Windows NT Server4.0�
　・SQL Server7.0�
●営業所PC�
　・HP for Unisys Vectra VLi8 MT6�
　・HITACHI FLORA 310�
　・Windows NT Workstation4.0�
時刻運賃案内システム�
　・運行勤務管理システム･サーバと�
　　同様の構成�

運行勤務管理システム概要図

左から中前浩也氏、水田典男氏、大西秀樹氏

奈良交通のノンステップバス

画面2 時刻運賃案内
←

画面1 点呼表
(勤務割付)画面 →
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インターネット自動車販売仲介会社
として発足した同社の事業展開につい
て、社長 入川 達三氏は、｢新会社は、
国内最大級の年間230万台に及ぶ小売
用中古自動車情報を保有する(株)プロト
コーポレーションと、自動車職域販売
を通じて、自動車メーカーとの緊密な関
係と新車販売の豊富な経験を持つ三井
物産(株)両社の得意分野を活かした事
業展開を進めていくことを目的にス
タートした。
豊富なデータベースを活用すること
により、新車･中古車の幅広い選択肢
をユーザに提示するとともに、車両購
入に必要なすべての情報を提供できる
サイトに発展させていきたい。インター
ネットによる自動車販売仲介事業は、
昨年来、外資系による進出で脚光を浴
び始めたが、当社は、純国産ベースで
日本の風土に適したサービスの提供を
目指す｣と語っている。

同社の自動車販売仲介事業は、イン
ターネットで受け付けた顧客からの見
積依頼に回答し、来店(日時)を確定･
連絡し、顧客と販売店の仲介を担うも
のである。このため、①豊富な物件情
報を揃え顧客に幅広い選択肢を提供す
るとともに、車両購入に必要なすべて
の情報を提供すること、②本事業に参
画する加盟店(販売店)をできるだけ多

く確保することが事業の成否を握る。
同社の場合、立ち上げ時で、すでに
国内では最大規模の7万件の中古車情
報を保有し、仲介サイトの中では群を
抜いている。今後、加盟店の拡大に呼
応してデータベースのさらなる拡充を
期待している。また、自社サイトから
だけでなく、Goonet、Yahoo!、NIFTY、
So-net、AOLなどのサイトともリンク
している。
一方、加盟販売店の確保については

独自の戦略を打ち出している。その一
つとして、見積依頼代行事業では、見
積件数に課金する例がほとんどである
が、同社の場合は、販売店での実際の
販売成約件数に対して手数料を貰い受
ける仕組みにしているため、販売店が
加盟しやすい仕組みになっている。
また、販売店には、成約に結びつけ
るための施策･支援、各種マーケティ
ング･データを提供するなど販売支援
も積極的に行っていく計画である。
同社では、新車･中古車の豊富な情
報と見積依頼への迅速な回答、来店仲
介業務のほか、｢新車と中古車の比較｣、
｢中古車マッチング｣などのメニューに
加え、自動車関連サービス･周辺商品を
揃えることで、ワンストップ･ショッピ
ングを実現し、ユーザのカーライフを
総合的に支援することを目指している。
さらに、消費者のニーズにより具体
的に応えるために｢コールセンター｣を
併設し、ネットだけでは不足しがちな
サービスの向上と利便性の高いサイト
を目指している。
こうした新しい仕組みの導入で、新
車販売の仲介事業では、7月1日の立ち
上げ時の加盟店数は300チャネル、一
部を除き国内ほとんどの車種が用意さ
れている。また、新車に先立ち6月1日
からスタートした中古車については、
加盟店3,000店、保有データ件数は、
すでに国内では最大規模の7万台にの
ぼっており、立ち上げ時の1カ月の見
積依頼件数は5,400件(アクセス件数は
その倍以上)と予想以上の実績を上げ
ているという。

このサービスの基本的な仕組みは、
コールセンターを基盤に、①Webサイ
トからの見積依頼受付、②販売店への
見積依頼、③見積依頼の回答、④来店
日時の確定･連絡などを行う。 (図)

その業務フローは以下のとおり。
①顧客は同社のWebサイトから物件情
報を検索する。検索は、価格レンジ、
車種、タイプなど、さまざまな角度

から物件を特定できる
②個人プロファイル画面に氏名、住所、
電話番号などを入力して特定した車
の見積依頼を発信する

③コールセンター側では見積依頼に対
するサンキューメールを発信し、メー
ルアドレスの確認を行い、48時間以
内に回答する旨を返信する

④見積依頼を販売店に通知する。販売
店にネット環境がある場合はメール
で、無い場合はFAXで行う

⑤コールセンターは、販売店からの見
積回答を同様手順で受信し、顧客に
メールで返信する。その際、｢検討、
見送り、来店希望｣を入力してもらう

⑥顧客からの来店希望日時を受信し、
コールセンターから電話により販売
店へ連絡する
この仕組みの特徴について、取締役
管理部長 井原 太郎氏は、｢顧客とは
メールによる利便性を維持しながら、
販売店の事情を考慮してメールとFAX
を、また親しみやすさを考慮して、各
種の要望などは電話で行うこととし
た｣と語っている。

今回のシステムの特徴の一つとして
挙げられるのが、Web機能を備えた総
合顧客情報管理システム｢Vantive｣の活
用である。顧客の管理、顧客のコンタク
ト履歴、加盟店の管理などは、Vantive
サーバによって一元的に管理される。
同社では、今後蓄積された顧客履歴、
アクセス･データ件数や見積依頼項目･
件数、成約結果などを分析･加工し、
自社サイトの改善だけでなく、加盟販
売店への販売支援情報としてフィード
バックしていく。例えば、販売店での
対応方法と成約率の関連性、在庫の持
ち方と見積依頼率の関連性などを捉え
ることで見積依頼率、成約率向上、さ
らに販売店のアウトバウンド･セール
スに資するデータとしても活用できる
としている。
入川氏は、｢立ち上げたばかりであ
るが、順調な滑り出しと評価している。
当面の最大の課題は、販売店から高い
評価を得るためにもデータベースをさ
らに拡充し、認知度を高めることであ
る。ネット時代の新しいビジネス･モ
デルとして評価されるように発展させ
ていきたい｣と語っている。

2000年9月1日第473号

UN

エムペック
インターネット自動車販売仲介会社として設立されたエムペックは、6月

1日から中古車、7月1日から新車を対象に業務を開始した。このサービスは、

同社のサイトから見積依頼を受け付け、見積回答、さらに販売店への来店連

絡までを行うもので、ユーザには利便性を、販売店には販売チャネルの拡大

を実現する新しい試みとして注目される。

本サービスのシステム構築は日本ユニシスが全面的に担った。

◆中古車情報誌｢GOO｣を発行している
(株)プロトコーポレーションおよび三
井物産(株)との合弁で設立されたイン
ターネット自動車販売仲介会社。

■株式会社エムペック http://www.can-get.com/
◆所在地＝東京都文京区本郷2-22-2
◆代表者＝入川達三社長
◆資本金＝2億円(出資比率：プロトコー
ポレーション60％、三井物産40％)

インターネット自動車販売仲介事業を開始
見積依頼代行業務を通じて販売店の販売チャネル拡大を支援

Webソリューション

自動車購入に必要なすべての
情報提供ができるサイトを

差別化戦略で順調な滑り出し

コールセンターを核にした
サービス基盤を構築

｢Vantive｣の活用でデータを分析し、
販売支援も

｢can-get｣画面

入川達三社長 井原太郎氏

インターネット�

NTT内設置プロトコーポレーション･サーバ� ファイア･ウォール�

ルータ�

ルータ�

ルータ�

Webサーバ�Webサーバ�

各新車ディーラ�

各新車ディーラ�

各販売店�

各販売店�

【エムペック システム部門】�Vantive APサーバ　Vantive DBサーバ�
切替�
BOX

共有�
ディスク�

企画/営業部門�
�

TA

TA

TA

DA64K

INS�
1500�
×1

PBX

ACD

【エムペック コールセンター】�

顧
　
客�

コールセンター概要図
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｢金融機関の社会的位置づけがます
ます重要になり、金融機関で問題が発
生した場合の国民生活および日本経済
に与える影響が深刻化しており、すべ
ての金融機関において金融業務全般の
健全性が強く求められている｣という
社会的要請が、金融監督庁が｢金融検
査マニュアル｣を発表した背景にある。
金融検査の仕組みを強化することに
よって、金融業務における潜在的な問
題を事前に発見し、問題が顕在化する
ことを防ぐことを目的に、金融検査マ
ニュアルが発表されたものである。
金融検査マニュアルの狙いは、次の
点にまとめることができる。
①自己責任原則の強化：従来の金融行
政当局からの指導型から、各金融機
関が自己の責任において金融業務の
健全性を確保することを目指す。

②プロセス･チェックの重視：従来の
結果に着目した金融検査ではなく、
問題を生じさせないような管理体
制･仕組みが確立されているかのプ
ロセス･チェックに重点を置く。

③トップダウン型検査方式の採用：経
営者自身が自社が抱えるリスクを正
しく認識し、適切な内部管理が行わ
れているかを確認していく金融検査
の仕組みを確立する。

④リスク管理の重視：従来、資産査定
が中心であった金融検査に、金融業
務におけるリスクを適切に管理する
体制･仕組みが確立されているかの

｢金融検査マニュアル｣は、99年4月に金融監督庁から発表され、同年7月から運

用が開始された。そして、今年7月の金融庁発足と同時に、｢金融検査マニュアル｣

の所管は、金融監督庁が持っていたその他の機能と同様に、金融庁に引き継がれ

た。本稿では、｢金融検査マニュアル｣の主旨、その中の｢システムリスク管理態勢

の確認検査用チェックリスト｣適用のポイント、および日本ユニシスが提供する

サービスについてまとめた。

視点を加味
する。
金融検査マ
ニュアルで
は、金融業務
における潜在
的リスクを、
信用リスク、
市場関連リス
ク、流動性リ
スク、事務リスク、システムリスクの
5つに分類している。 (上図)

この中で、システムリスクは情報シ
ステムに関連する領域でのリスクであ
り、信用リスク、市場関連リスクなど
の金融業務リスクと同等の位置づけに
置かれている。このことは、もはや、
金融業務が情報システムなしには成り
立たなくなってきていること、加えて、
①情報システム関連業務のアウトソー
シングの拡大、②インストア･ブラン
チやコンビニATMなどの顧客利用端
末設置場所の拡大、③インターネッ
ト･バンキングやモバイル･バンキング
などの最新通信技術を活用した金融情
報システムの普及、④デビットカード
の導入、⑤国内外での情報セキュリ
ティ･ガイドラインの制定や改訂など、
金融情報システムを取り巻く急速な環
境変化に対して、迅速かつ適切な対応
を迫られているという状況を反映して
いる。

金融検査マニュアルでは、各リスク
に対して｢管理態勢〔注〕の確認検査用
チェックリスト｣を設けている。この
チェックリストは、金融庁の検査担当
官が各金融機関を検査する際の基本的
なチェック項目であり、それを公開す
ることによって、各金融機関が自主的
に検査体制を確立し、自社の実態に
合った金融検査を実施し、リスク管理
の効果を上げることを期待している。
すなわち、各金融機関が自社の金融情
報システムにおけるリスクを認識、分
析、評価し、リスク管理態勢を十分に
整備しておくことを求めている。

システムリスクに対しては｢システ
ムリスク管理態勢の確認検査用チェッ
クリスト｣(以下、チェックリスト)が
設けられている(表)。チェックリスト
は、次のような点にポイントをおいて、
活用することが重要である。
①項目は、すべての金融機関が準拠し
なければならないもの、各金融機関
の状況に合わせて準拠するかどうか
を決めるもの、準拠することが望ま
しいものの、3つのレベルに区分さ
れている。自社としてどこまで対応
するかの判断が重要である。
②すべてのリスクに共通に言えること

であるが、システムリスク管理を徹
底させるためには、情報システム部
門や検査部門だけでなく、外部取締
役を含めた取締役会に代表される経
営管理体制を確立し、十分に機能さ
せることが極めて重要である。

③次の点が特にチェックのポイントと
なる。

・情報戦略、セキュリティ･ポリシー
などを社として明確にしていること

・経営者を含めた情報システムに関わ
る部門や人の責任を明確にしている
こと

・安全対策基準で規定されている必要な
レベルの安全対策を講じていること

・監査証跡が確保できるようなシステ
ムの仕組みになっていること

④リスク管理のチェックの基本は内部
検査であり、内部検査体制の確立が
必須である。そして、さらに金融検

査の実効性を上げるために、定期的
に外部監査を受ける必要がある。外
部監査は｢公認会計士などが実施す
ること｣となっており、監査法人な
どが想定されている。しかし、情報
技術(IT)の革新、金融情報システム
の多様化などを考えると、ITに関す
る豊富な知識･経験を持つITメー
カー系などのシステム監査企業の方
が適切である。
⑤チェックリストの適用に当たって
は、金融システム情報センター
(FISC)の｢金融機関等のシステム監
査指針｣、｢金融機関等コンピュータ
システムの安全対策基準｣などを、
併せて活用することが効果的であ
る。システム監査指針および安全対
策基準は、この7月に相次いで改訂
されており、金融情報システムを取
り巻く最新環境に対応している。

金融機関が｢システムリスク管理態
勢の確認検査用チェックリスト｣を活
用するために、日本ユニシスでは次の
3つのシステム監査関連サービスを提
供している。
①内部検査制度導入の支援サービス

内部検査制度が未確立の金融機関に
対して、検査規程や検査計画、検査基
準の策定など、内部検査制度確立を支
援するためのコンサルティング･サー
ビスを提供する。
②内部検査の支援サービス

監査人が不足しているなどの理由で
自社だけでは内部検査の実施が困難な
金融機関に対して、内部検査の実施を
支援する。内部検査部門の監査人を支

援して一緒に金融検査を行い、内部検
査報告としてまとめる。内部検査部門
の監査人育成も目的とする。
③外部監査の実施サービス

各金融機関の実態や監査ニーズに応
じて、｢システムリスク管理態勢の確
認検査用チェックリスト｣およびその
他の指針や基準に基づいた独自のチェッ
クリストを策定し、ヒアリング、現地
調査、資料確認などの方法でシステム
監査を実施し、監査テーマに対する指
摘･改善事項および改善提案を報告
する。
［注］
＊態勢：準備ができて、いつでも何かができ
る身構えや状態(三省堂国語辞典)

UN

金融検査マニュアルとは

システムリスク管理態勢の確認検査用チェックリスト

日本ユニシスの取り組み

項目� リスク管理態勢のチェック項目�

Ⅰ.リスク管理に対する認識など�
 1．取締役の認識および取締役会等の役割� （1）金融機関全体の経営方針に沿った戦略目標の明確化�

（2）リスク管理の方針の確立�
Ⅱ．適切なリスク管理態勢の確立�
   1．リスクの認識と評価�
   2．職責の分離�

管理すべきリスクの所在、種類の特定�

Ⅲ．監査および問題点の是正�

   1．内部検査�

 2．外部監査�
Ⅳ．企画･開発体制のあり方�
   1．企画･開発体制�

2．新規分野への進出�
Ⅴ．体制の整備�
   1．管理体制�

2．システム運用体制�

Ⅵ．防犯･防災･バックアップ･不正利用防止�

相互牽制体制の構築�

（1）検査部門の体制整備        （2）検査部門の検査の手法および内容�
（3）コンピュータ犯罪･事故�
外部監査の活用�

（1）企画･開発体制　　　　（2）開発管理�
（3）規定･マニュアルの整備（4）テストなど�
（5）人材の養成　　　　　  （6）委託先管理�
新規分野への進出�

（1）セキュリティ管理体制　　（2）システム管理体制�
（3）データ管理体制　　　　（4）ネットワーク管理体制�
（1）職務分担の明確化 　　 （2）システム･オペレーション管理�
（3）トラブル管理　　 　　　（4）委託先管理�
（5）顧客などのデータ保護 　　（6）不正使用防止�
（7）コンピユータ･ウイルスなど�
（1）防犯対策　　　　　　  （2）防災対策�
（3）不正利用防止策　　　  （4）バックアップ�
（5）コンティンジェンシー･プランの策定�

金融検査マニュアルに対応したシステム監査サービス
日本ユニシス株式会社

アドバンストコンサルティンググループシニアコンサルタント 小野修一

サービス
アドバンスト･コンサルティング･サービス（32）

システムリスク管理態勢の確認チェックリストのチェック項目

基本的な考え方�

リスク管理共通�
法
　
令
　
等
　
遵
　
守�

信
用
リ
ス
ク�

市
場
関
連
リ
ス
ク�

流
動
性
リ
ス
ク�
事
務
リ
ス
ク�

シ
ス
テ
ム
リ
ス
ク�

金融検査マニュアルの構成
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現在、PKIサービスの中で先行して
普及しているのが、ベリサイン社やサ
イバートラスト社(現日本ボルチモア
テクノロジーズ社)が発行サービスを
行っている証明書を使ったWebサー
バ認証である。これは、Webサーバに
サーバ証明書を発行し、Webブラウザ
からSSL(Secure Socket Layer)を使っ
て、クライアント側からWebサーバの
真正性をサーバ証明書によって確認す
る仕組みである。
Webサーバから送られてきたサーバ
の署名をサーバ証明書に添付されてい
る公開鍵で認証し、その後の通信は
サーバの公開鍵で暗号化して送付され
た共通鍵によって暗号化して秘匿化す
る。これにより、クレジット･カード
番号などの個人情報を盗聴から守るこ

こうした背景から、日本でもようや
く電子署名法が成立する運びとなっ
た。この法律の施行(2001年4月予定)
後は、認定を受けた認証機関(CA＝
Certificate Authority)の発行する証明書
を使って電子署名を行った文書は、作
成者の意図によって書かれたものとし
て法的根拠を持つことになる。
実世界での会社間の取引では、取引
相手が実在することを明らかにし、代
表者の資格や権限を証明するために、
会社の｢登記簿謄抄本｣、｢資格証明書｣、
｢印鑑証明書｣などが利用される。これ
らの書面は、商業登記簿に基づいて発
行され、最も信頼性の高い証明手段と
なっているからである。この証明をサ
イバー世界上において実現する手段と
して登場したのが電子署名を利用した
電子認証制度である。
電子認証制度とは、電子取引や電子
申請において、
①相手方が実在する会社(または個人)
か

とができる。
このサーバ認証は、主にオンライ

ン･ショッピングやインターネット･バ
ンキング･サービスで利用され、急速
に普及している。
しかし、サーバ認証だけでは、Web
サイトの信頼性とトランザクションの
安全性を最低限確保していることにし
かならず、Webサーバにアクセスして
くる通信相手(クライアント)が実在す
るか、誰かが他人になりすましていな
いかの確認はできない。
そこで、次の段階として、Webブラ
ウザ(クライアント)にクライアント証
明書を発行し、クライアント認証も含
めたPKIサービスを導入するケースが
増え始めている。

昨今のIT革命によって、電子商取引も急速に普及してきている。そのトランザ

クションが盗聴や改ざんをされたり、なりすましによって不正に使用されたり、

あるいは事実を否認されることがあっては成り立たなくなる。そこで欠かせない

電子認証技術とされているのが、公開鍵暗号技術を援用したPKI(Public Key

Infrastructure)である。

PKIとは、ネットワーク上での認証(なりすまし防止)、完全性(通信内容の改ざん

防止)、秘匿性(通信内容の盗聴防止)および電子署名(事実否認の防止)を実現するIT

基盤である。中でも、電子署名に基づく認証と完全性は、従来の共通鍵暗号技術

では不可能だったものが、PKI技術によって可能となった画期的な仕組みである。

日本における電子認証サービス(PKIサービス)の市場規模は2004年には150億円

を、2008年には200億円を超える市場に成長するともいわれており(日本能率協会

総合研究所調べ)、今後PKIは欠かすことのできない産業インフラになるといえる。

②実在するとしたら、現在において取
引･申請しようとしている者がその
本人か
③相手方が会社の場合は、情報を送信
した者がその会社の代表権を持つ者
か
について、信頼のおける第三者が証明
書を発行する制度である。
政府は、電子政府を実現するべく、
2003年までに政府認証基盤(GPKI＝
Government PKI)を全省庁が構築し、
今後の展開が予想される民間の認証局
に対しても信頼を供与し、行政手続き
をオンライン化するという計画を発表
した。実世界と比較してたとえるなら
ば、印鑑証明書に登録する印鑑が電子
署名に使用する秘密鍵、印鑑証明書の
印影が電子署名、印鑑証明書が電子証
明書、にあたるものが法的に認められ
ることになる。 (右図)

これらの電子認証システムの構築が
進めば、企業間の電子商取引市場もま
すます拡大するであろう。

公的なPKIが整いつつある一方、企
業内部でのセキュリティ基盤として
PKIを導入するケースも増えてきてい
る。ここでの使用目的は大きくは二通
りある。
一つは企業内のセキュアなWebサイ
トに対するクライアント認証である。
サーバ証明書を使って通信の安全性を
図るだけでなく、クライアント証明書
を使って本人確認を行い、Webコンテ
ンツへのアクセス制御を行う。
もう一つは企業内あるいは取引先と
の暗号メールのやり取りである。
S/MIMEなどのツールでメール自体を
暗号化して送受信することにより、
メッセージの盗聴を防止する。
しかし、ここで問題となってくるの
が電子証明書の利用方法とユーザの秘

密鍵の管理である。電子証明書を利用
する際には、パスワード(PINコード)
の入力によってその証明書の所有者で
あることを確認することが多い。ユー
ザがパスワードを入力するという手間
がかかるし、忘れてしまって使えなく
なることもあるであろう。また、その
パスワードを知ってさえすれば、他の
誰かでも使用できてしまうというセ
キュリティ上の脆弱性もある。
最近では、ユーザの秘密鍵や電子証
明書をICチップ搭載の指紋照合装置に
格納し、指紋を登録した本人しか利用
できないという高度なソリューション
も登場している。日本ユニシスでは、
これを実現した高度なユーザ認証ソ
リューション“SureSecure”を提供し
ている。

現実の世界の印鑑証明に有効期限が
設定されているように、電子証明書に
も同様に有効期限が設定されている。
失効した電子証明書は無意味なため、
それを用いた取引も無効なものとなる。
つまり取引に電子証明書を使用する
際には、有効かどうかの信用確認が欠

かせない。さらに電子商取引の世界に
おいても、実世界の領収書と同等の効
力を持つデジタル･レシートの発行を
行い、その保存を行って証拠を残すと
いうことも必要不可欠となってきてお
り、このような機能を有して信用確認
を行うサービスが提供され始めている。

日本ユニシスは、電子証明書発行
サービスを主に二つの形態で提供して
いる。一つは、電子証明書の発行業務
をアウトソースする形態である日本ベ
リサイン社のVeriSign OnSiteサービス。
もう一つは、自社用の認証局を独自に
構築し、その後の運営については自営
(インハウス)あるいはホスティングの
選択ができる日本ボルチモアテクノロ
ジーズ社の認証局構築ツールUniCERT
を用いた構築サービスである。それぞ
れにさまざまな特徴があるが、主に
VeriSign OnSiteは早期に安価に認証局
サービスを立ち上げられ、UniCERTは

自社のポリシーに基づき柔軟で拡張性
のある認証局が構築できるという利点
がある。また、信用確認サービスにつ
いても、電子証明書の有効性をリアル
タイムにチェックするVA(Validation
Authority)やデジタル･レシートなどの
機能を有するバリサート･ジャパン社
のValiCertシリーズの取り扱いを計画
中である。
以上のように日本ユニシスでは、こ
れからのEビジネスに必要不可欠とな
るPKIに関して、さまざまなニーズに
対応できるサービス体制を整備してい
く所存である。

2000年9月1日第473号

UN

Eビジネスの基盤となる｢PKI｣
安全性、秘匿性、電子署名を実現

日本ユニシス株式会社
Eマーケティング部ネット･ビジネス室主任 松尾 由香里

IT最前線
オブジェクト指向技術(8)

PKIサービスの普及

法制化の動き

企業内PKI

信用確認サービス

日本ユニシスが提供するPKIサービス

現実の世界� PKIの世界�

法務省� 認証局(CA)

A社� B社� A社� B社�

印鑑を使用した取引� 企業が持っている�
「鍵」を基に取引�発行� 発行�

印�

印�

名前� 名前�契約書�

電子署名�

契約書�

印影�

印影�発行：法務省�

企業の印鑑に対する�
印鑑証明書� 印鑑には法的な根拠がある�

印鑑�

証明�

秘密鍵�

証明�
公開鍵�

発行：法務省�

個人または企業に対する�
電子証明書�

電子署名･鍵の法的な�
根拠が整いつつある�

印鑑＝秘密鍵、印影＝電子署名、印鑑証明書＝電子証明書�

電子証明書の概要
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ユニシス・ニュース

2000年9月1日第473号

UN

プライバシーマーク制度とは、個人
情報について適切な保護措置を講ずる
体制を整備している民間事業者などに
対して、その旨を示すプライバシー
マークを付与し、事業活動に関してプ
ライバシーマークの使用を認める制度
である。この制度全体の仕組み、役割
は下図のようになっている。
個人情報の保護は、欧州ではEU指
令に基づき各国が法令を整備してお
り、また米国でも商務省の｢Code of

個人情報保護の要求が国内外から多くなっている。このような状況に対応する

ため、個人情報の保護の体制を完備し、適切に管理している事業者に対して付与

されるプライバシーマーク制度が98年4月に通産省／(財)日本情報処理開発協会に

よって制定された。付与を希望する事業者には、適切な個人情報の保護体制と運

用が求められ、その状況を監査することが条件となっている。

この度、この監査の対象範囲、監査の視点をまとめた｢プライバシーマーク制度

の監査ガイドライン｣が、プライバシーマークの付与機関である(財)日本情報処理

開発協会から公表された。このガイドラインの策定に参画した一員として、その

概要をご紹介する。

Conduct｣に基づき各業態でガイドライ
ンを策定している。
わが国においても約10年前に個人情
報の収集、利用および提供に関して策
定した個人情報保護ガイドラインを、
近年の状況に合わせて97年3月に改訂
している。
そして、個人情報の収集･管理する
民間事業所に対して、その状況を審
査･評価し、一定水準以上の体制を整
え運用している証としてこのプライバ

シーマークを付与
する制度がプライ
バシーマーク制度
である。現在、こ
の制度の運用開始
から約2年が経過
しているが、現在
約150社がこのマー
クを取得してお
り、その数は、現
在の個人情報保護
の声の高まりとと
もに増加の傾向に
ある。

プライバシーマーク制度の取得にお
いては、｢プライバシーマーク付与認
定基準｣に基づき、企業としての個人
情報保護の行動指針を定めた規定類の
整備状況、それらの規定類に準じた体
制整備状況および運用状況が審査の対
象となる。その内容は、社内の責任、
役割体制の明確化と体制の整備、社内
教育、研修の実施、対社外窓口の設定
と明示、個人情報の外部からの侵入や
内部からの漏洩に対する処置、外部委
託する場合の責任分担や守秘に係わる
事項の契約の締結など、マークを付与
される企業に対して幅広く、その責任
を定めている。そして、これらの対応
が行われ、適切な個人情報保護が図ら
れていることを｢年一回以上、監査し
ていること｣も条件となっている。
個人情報が、多くの企業で情報シス

テムによって管理されている現在、こ
の監査は、個人情報を管理、利用する
情報システムとその周辺に対するシス
テム監査が大きな位置を占めていると
いえる。
情報システムの信頼性、安全性、効
率性を向上させることを目的として、
第三者であるシステム監査人が点検･
評価し、必要な改善の勧告をするシス
テム監査は、その対象とする範囲、求
める水準によって、評価基準が大きく
異なる。これまで、通産省のシステム
監査基準などいくつかの基準が公表さ
れてきたが、今回の｢監査ガイドライ
ン｣(以下、｢ガイドライン｣という)は
プライバシーマーク制度で必要とする
監査の範囲、水準を新たに明示したも
のであり、個人情報保護の監査の視点
を明確にしたものである。

ガイドラインは、JIS Q 15001｢個人
情報の保護に関するコンプライアン
ス･プログラム(以下、｢C/P｣という)の
要求事項｣をベースとしている。C/P
は実践順守計画といい、事業者が自ら
保有する個人情報を保護するための方
針、組織、計画、実施、監査および見

直しを含むマネジメント･システムで
ある。監査は、当該企業が定めたC/P
のJIS Q 15001の要求事項に対する整合
性とその運用状況の妥当性を点検･評
価するものであり、定期的に実施する
ことが求められている。

今回公表されたガイドラインは、
JIS Q 15001のそれぞれの要求事項に対
して、①C/Pの整備状況、②体制整備
状況、③運用状況の監査項目を明示し
たものである。要求事項は、｢1.一般
要求事項｣、｢2.個人情報保護方針｣、
｢3.計画｣、｢4.実施および運用｣、｢5.監
査｣、｢6.事業者の代表者による見直
し｣からなるが、特に個人情報保護の
具体的対応を定めた｢4.実施および運
用｣では、｢体制および責任｣、｢個人情
報収集に関する措置｣、｢個人情報の利
用および提供に関する措置｣、｢個人情
報の適正管理義務｣、｢個人情報に関す
る情報主体の権利｣、｢教育｣、｢苦情及
び相談｣、｢C/P文書｣、｢文書管理｣が
定められている。
ガイドラインの内容は、例えば

｢4.4.1 体制および責任｣の｢C/Pの整備
状況の監査｣では、次の三項目の監査

を行うこととなっている。
(1)C/Pを効果的に実施するための管理
者などを任命すること、その役割、責
任および権限を定めていること

(2)上記規定を文書化し、かつ、個人
情報に関連のある業務にかかわる役
員および従業員に周知することを定
めていること

(3)任命された責任者の役割は明文化
され、明確であること
監査人は、このガイドラインに従っ
て定期的に監査し、その状況の評価、
不都合がある場合の改善勧告をする必
要がある。
そして、その監査を実施したことの
証拠を監査報告として保管し、このプ
ライバシーマーク付与の新規申請、あ
るいは2年ごとの更新申請の審査時に
監査を実施した証拠として提出する準
備をしておく必要がある。

これまでのシステム監査に関する基
準などは、対象とする情報システムで
実現する信頼性、安全性、効率性の範
囲、水準が必ずしも明確には定まって
いなかった。これは、それぞれの企業
における情報システムの形態･規模･重
要性や、企業活動に占める位置に相違
があり、画一的な制定が困難であった
からである。多くのシステム監査関係
の基準は、その基準をベースに自社の
情報システム環境に照らして適宜、変
更、追加して運用されている。
今回のガイドラインでは、対象が個
人情報と特定の範囲に限定され、また、
比較的、具体的な業務対応や情報シス
テムの機能などが明確であることでも
あり、監査実施の具体的な視点が明ら
かになった。
特に、個人情報の正確性の確保

(4.4.4.1)、個人情報の利用の安全性の
確保(4.4.4.2)では、必要とされる管理
規定が明確に定められており、また、
その内容もこのガイドラインの別紙と
して詳細な内容が参考として明記さ
れ、具体的なものとなっている。

今回のガイドラインは、新規にプラ
イバシーマークの付与を申請する企業
に対してのみならず、2年間の付与期
間が終了し継続使用を意図する企業の
更新申請にも適用される。これらの企
業に対してはもとより、プライバシー
マークの付与申請をしない企業が自己
の保有する個人情報を管理する場合の
業務活動に対しても、参考として利用
できるものである。
企業活動における情報システムの重
要性が高くなる中で、個人情報以外の
情報システムの信頼性、安全性をいか
に確保するかを検討する一般企業にお
いても参考となるものである。
なお、プライバシーマーク制度全体
に関しては、
http://www.jipdec.or.jp/security/privacy

/index.html

プライバシーマーク制度の監査ガイ
ドラインに関しては、(財)日本情報処
理開発協会のHPで詳細が参照できる。
http://www.jipdec.or.jp/security/privacy/pm-

guideline.html

プライバシーマーク制度とは

監査ガイドラインの位置づけ

監査ガイドラインの特徴

監査ガイドラインの構成

プライバシーマーク制度の監査ガイドラインについて
日本ユニシス株式会社 監査室
システム監査学会常任理事

日本セキュリティ･マネジメント学会理事 喜入　博

IT最前線
オブジェクト指向技術(8)

通　産　省�
報告�指導�

プライバシーマーク付与機関�
　　　(JIPDEC)

プライバシーマーク指定機関�
(XX団体)

プライバシーマーク制度委員会� 消費者相談窓口�

改善勧告�

改善勧告�

業界ガイドライン�
申請･�
付与�

申請･�
付与�

監査報告�

監査�
報告�

監査�

監査�

苦情･問い合わせ�

苦情･問い合わせ� 苦情･問い合わせ�安心をアピール� 安心をアピール�

マークの表示�マークの表示� 苦情受付窓口�苦情受付窓口�

支援、改善指導�

個人情報の収集･利用･提供�
会社A

個人情報の収集･利用･提供�
会社B

出典：(財)日本情報処理開発協会�

消　費　者�

監査ガイドラインとJIS Q 15001

プライバシーマーク制度の仕組み
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1990年代後半に入って個人や組織が
持つ知識、ノウハウを企業の資産とし
て有効に活用し、企業の戦力を高めよ
うというナレッジ･マネジメントが注
目されている。インターネットやグルー
プウェアが企業に普及し、情報を伝達

し、情報を共有することが一般化した
現在、さらにそれを企業の知的活動に
どう生かすかが、まさに求められてい
る。ナレッジ･マネジメントは少数の
先進的企業での実験･試行から一般的
企業における実践の段階に入った。

さて、ナレッジ･マネジメントをど
こから始めるか。その企業におけるナ
レッジ･マネジメントのあるべき姿を
描いてから始める方法もあるが、最初
のステップとしては企業が現有してい
る情報資産を活用し、知的活動をより
品質の高い状態に持っていくところか
ら始めたらどうだろうか。それも身近
にあって、“常々、こんなことができ

たら”というようなものを取り上げ、
効果を見ながら進めていくのが良いの
ではあるまいか。その際、ツールを上
手く活用することが大切だと思う。
ナレッジ･マネジメントにとって、

ツールやシステムは一部でしかない
が、その存在はナレッジ･マネジメン
トを組織や企業内に普及･定着させる
ために欠かせない要件だからである。

我々の知的活動を支援するツールに
はどのようなものがあるだろうか。
まず挙げられるのがワープロや表計
算のようなオフィス･ツールとグルー
プウェアであろう。前者は知的活動の
結果の表現手段であり、後者はその伝
達･共有の手段である。我々の知的活
動を振り返ると自分の関心ある領域に
関連するものを探し出すとことに相当
な比重を置いているであろう。しかし、
これに対する支援はまだ始まったばか
りの状況にある。ナレッジ･マネジメ
ントを支える技術はいろいろあるが、
ここではそれらの基礎となる検索技術
に焦点を当てる。
●さまざまな検索方式

テキスト系の検索は、現在全文検索
が主流であり、ほとんどのWebサイト
が何らかの全文検索エンジンを搭載し
利用者の便宜を図っている。
一口に全文検索といっても、
＊取り扱える情報の格納媒体
＊取り扱える情報の形式
＊採用しているアルゴリズム
などにより相当に異なる。
検索アルゴリズムは検索前段階の抽
出･解析処理と検索時処理がある。こ
れも、
＊インデックスの有無

＊辞書の有無
＊検索方式
などにより異なる。日本語の場合、漢
字、カナ、および、ひらがなが区切り
なしに混在し、また全角と半角、長音
やハイフン、拗音、促音、繰り返し記
号、ジとヂ、ヅとズ、バとヴァ、新字
体と旧字体の存在等々、単語のゆらぎ
が大きいため、品詞別に単語を切り出
す形態素解析技術と辞書の存在は欠か
すことができない。
●概念検索

概念検索は、形態素解析を拡張した
技術であり、日本語の語句とそれが含
まれる文書を多変量解析的手法を用い
て分析し、文書同士の類似性や、語句
に対する文書の関連性から検索結果を
求める方法である。
文書同士の類似度は、入力した検索
文から抽出した語句の出現頻度などを
ベクトル集合に変換した情報をもと
に、ベクトル間の夾角として求められ
る。文章を文字列ではなく言葉として
扱うため、文章を構成する単語の表記
の統一、単語間の関係を明確にするた
め同義語、関連語、上位語、下位語、
全体語、部分語などの辞書の活用、名
詞句以外でのより高度な検索なども大
事なことである。

｢KMBuilder｣は情報収集、検索およ
び活動状況把握の機能をパッケージ化
したソフトウェアであり、KMBuilder
単体、あるいは他のソリューションと
連携させて使うことができるWebベー
スのツールである。KMBuilderの概念

構造は図1に示すとおりである。
これからますます重要性を増すナ

レッジ･マネジメント･システムの実現
をIT面から支援するツールとして
KMBuilderは次のような特徴を持つ。
＊中核となる検索エンジンに(株)ジャ

ストシステム社のConceptBase
Search1000(以降CBSearch1000と記
述)を採用し、概念検索および類似
検索機能により、自然文で検索を行
いビジネスに有効な情報を的確に抽
出できる。

＊情報の格納形態としてWindows NT
のファイル、Exchangeのパブリッ
ク･フォルダ、およびRDBを扱うこ
とができる。使用者は格納形態を意
識する必要がない。

＊WordやExcelなどのOffice文書をブラ
ウザから簡単にサーバに登録しWeb
として公開することができる。この
ために別製品であるWebWorkerを
内蔵。

＊ユーザおよびグループ管理機能によ
り、管理者が個人や組織情報の登録
を行い、権限の設定を行えるセキュ
リティ機能。

＊文書データベース管理機能により、
各グループが取り扱える文書データ
ベースを限定することができる文書

DB管理機能。
＊アクセス履歴情報取得機能により、
管理者は情報共有のために用意され
た各文書の参照状況を把握し利用の
活性化を図ることができる。また、
将来的にKnow-WhoやKnow-Where
の実現に役立てることができる。

＊Webベースのシステムとして独自の
画面を持つほか、他のシステムから
呼ばれる構造を持つことにより、既
存の多くのWebベースのソリュー
ションとの連携がしやすい。

ナレッジ･マネジメントの普及に伴
いナレッジ･マネジメント･ツールは、
さまざまなソ
リューション
との連携や他
のツールと組
み合わせるこ
とが多くなる
であろう。ま
た、特定の領
域に特化した
専門的なもの
になることも
あるだろう。
このような状
況に容易に対
応できるよう
Bizaction体系

に位置付け、他との連動性や柔軟性の
確保を図っていく(図2)。

2000年9月1日第473号
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実践フェーズに入ったナレッジ･マネジメント

情報資産の再活用

ナレッジ･マネジメントを支える技術とツール

｢KMBuilder｣の概要と特徴

今後の方向性

日本ユニシスのナレッジ･マネジメント･ソリューション
｢KMBuilder｣

日本ユニシス株式会社
ESビジネス推進部プログラム開発室担当部長 深堀年弘

IT最前線
新連載：｢Windows Data Center｣の実現に向けて(1)
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KMBuilderの画面サンプル
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図1 KMBuilderの概念構造

図2  Bizactionの構成
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企業ネットワークは、ここ数年で大
きく変化してきた。貴重なファイルや
プリント･データを共有するための
ファイル･サーバやプリント･サーバが
LANの起源であった。
これとは別にメインフレームやオ

フィス･プロセサと、その端末からな
る基幹システムのネットワークも利用
されていた。さらにこれとは別に、内

線･外線の通話回線が張りめぐらされ
ていた。こうした回線はすべて別々に
特定のデータ固有に割り振られ、交わ
ることなくオフィス内に敷設されてい
た。つい最近までオープン系のネット
ワークが構築されているといえば、最
先端の環境だったが、今やそれは牧歌
的な環境とさえ感じてしまう状況に
なった。

インターネットの爆発的な普及に
よって、インターネットへの接続人口
は国内で約2,000万人を数え、携帯電
話なども合わせると人口の3分の1にも
達している。オフィスはインターネッ
トを中心としたネットワーク環境に置
き換わってきた。
電子メールによる情報の伝達、Web
を使った情報収集や商取引、企業内情
報をインターネットを利用して共有す
るイントラネットなど、ネットワーク
には数多くの役割が課せられることと
なった。
基幹システムの端末は、専用端末か
らパソコンに変わり、端末エミュレー
タとデスクトップ業務を同じマシンで
処理できるようになった。音声回線さ

えもLANに収容でき、これがインター
ネットを経由して、物理的に離れた場
所と廉価に内線電話で接続されるとい
う環境に変わろうとしている。さらに
進んだ環境では、ワールドワイドの電
子会議システムで、リアルタイムで動
画が伝送されている。
ネットワーク上には多種多様のデー
タが飛び交う状況になった。しかしネッ
トワークの役割が増大しても、データ
を伝播する帯域がそれ以上に拡大して
いるとは言い難い。拡大はしていても、
リソースが無限にあるわけではない。
秩序を持ったデータの送受信をしなけ
れば、まともな利用さえできなくなっ
てしまう。また、その管理は困難を極
めるという状況になっている。

そこでネットワークを適切に整理し
ようとするのがポリシーという考え方
である。音声や動画は、遅延やゆらぎ
が大きいと、使いものにならない。逆
にFTPやWeb閲覧などは転送スピード
が不均一でもさほど問題にならない。
ポリシー･ネットワークでは、それぞ
れのデータに対し、優先順位を付ける。
場合によっては特定のデータ通信のた
めに、他の通信を抑えることもある。
さらにセキュリティも一元管理す

る。どのユーザがどこから何にアクセ
スしようとしているかを認識し、その
リソースを開放する。一元管理される
ので、かつてのようにアプリケーショ

ンごとにログインし直したり、利用す
るリソースごとにパスワードを入力す
る必要はなくなる。
人事異動などで組織が変更されて

も、ネットワーク構成に一カ所で変更
を加えれば、それがネットワーク全体
に反映される。それぞれのクライアン
トや、末端のネットワーク機器を変更
してまわる必要がなくなる。
一カ所でネットワーク全体のポリ

シーを設定できる仕組みができれば、
ユーザにとっても管理者にとってもメ
リットが大きい。ポリシー･ネット
ワークの必要性は、来るべき広域LAN
の時代ではさらに大きくなる。

ポリシー･ネットワークという言葉
が登場してから、すでに数年を経てい

る。しかしこれの導入成功事例はまだ
さほど多くはない。少なくとも一般化

インターネットはASP(アプリケーション･サービス･プロバイダ)ビジネスを生

み、データセンターの時代が到来するなど、ネットワーク環境は足早に変わった。

ネットワークには多種のデータが流れ、混線状態になりつつあり、人手での整理

は不可能になってきた。これを解決するものとして、｢ポリシー･ネットワーク｣が

注目を集めている。それは2000年後半から普及し始める。これにスムーズに対応

するには今から準備が必要である。

したとは言い難い。
標準化が十分でなかったことが一つ
の原因である。ネットワーク全体を統
括的に管理するには、すべてのネット
ワーク機器や、場合によってはアプリ
ケーションもこれに対応しなくてはな
らない。それには標準規格が必要にな
る。これまでこの規格が十分に確立さ
れていなかったが、ここにきて
IEEE802などでポリシーの規格化が進
み、標準ができあがってきた。
次にネットワーク機器の問題もあ

る。現在は、ポリシー･ネットワーク
をアプリケーションやソフトウェアの
レベルで実現する製品が多い。しかし
ソフトウェアでの実現は、利用するア
プリケーションの変更や追加、対応す
るハードウェアが限定されるなどの問

2001年には、企業LANの概念を大き
く塗り替える広域LANが登場する。そ
のとき、ポリシーの重要性は絶大にな
る。これまではルータなどでLANと
WANを接続して、LANをATMにフ
レーム変換してデータを伝送していた
が、広域LANではこれが不要になる。
社内LANと広域LANの間はTAを置く
だけでよい。 (図)

これまでは物理的に離れた場所ごと
にセグメントを切り、バーチャルLAN
を構成していたが、これを同一バー
チャルLANにできる。別ビルのオフィ
スにあるプリンタも、目の前にあるファ
イル･サーバも、同じように利用／管
理できることになる。こうなるとます
ますポリシーの概念は重要になる。
広域LANは高
速とはいえ、無
秩序にデータを
送受信していて
は、トラフィッ
クのコリジョン
が発生する。ネッ
トワークの利用
が増加すると無
駄なトラフィッ
クが急増するこ
とにもなりかね
ない。
これから重要
になるのは、L2
やL3スイッチ、
ハブなど、ハー
ドウェアのレベ
ルでもポリシー
に対応した製品
を選択しておく

題がある。さらに、トラフィックが増
えた場合、処理が間に合わないことも
ある。
こうしたことにより、標準仕様での
ポリシー対応のハブやスイッチの登場
がポリシー･ネットワーク構築のカギに
なる。ところが、こうした製品が出そ
ろっていない。ポリシー対応といっても
独自の仕様であったり、特定の機器と
の組み合わせでしか利用できないもの
も多い。独自仕様であるため、標準規
格の機能要件を満足しないものもある。
優先制御についても、L3スイッチで
は本来8段階の設定が可能であるが、
多くの製品は2～3段階が一般的であ
る。製品選択には、標準規格に沿った
ポリシーを実現できるかどうかが重要
になってくる。

ことである。現在まだポリシーを導入
する予定がなくても広域LANはすぐそ
こに見えている。そうなったときポリ
シー対応をしようとしても、ハード
ウェアが未対応では改めて機器を買い
直さなくてはならない。
ポリシー対応製品は市場に現れ始め
た。例えば、日本ユニシス･グループ
が販売するノーテル ネットワークス
の｢パスポート8600｣および｢ポリシー･
スイッチ｣は、標準のポリシー･ネット
ワーク機能をASICに組み込んで、ワ
イヤ･スピードでの通信速度を実現し
ている。多種多様なデータが通信され
る複雑なネットワーク環境に適切なポ
リシーを導入できるネットワーク･ス
イッチである。

ユニシス・ニュース

2000年9月1日第473号

UN

2001年ポリシー･ネットワークの時代
日本ユニシス株式会社

第一ソフトウェアサービスセンターネットワークサービス室
ユニアデックス株式会社

情報システム室／市場開発部

IT最前線
ネットワーク技術の動向(13)

大きく変貌する企業ネットワーク

インターネットの隆盛がオフィス内ネットワークの渋滞を招く

ポリシー･ネットワークが交通整理をする

規格の標準化と対応ハードが実現のカギ

広域LANサービスがネットワーク概念を大きく変える

ルータを外せるため、同一VLANでの構成が可能�
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IPサブネットAとCで同一VLANは不可能なため�
ネットワーク機器の管理が煩雑�

ルータを外して、ネットワーク機器を簡素化！�

LAN-TA LAN-TA
広域LAN�
サービス網�

広域LANサービスでネットワーク環境が大きく変わる
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最初の疑問は『オブジェクト指向と
コンポーネント･ベースの開発の関係
や違いについて明確にして欲しい』で
ある。まず、定義からするとオブジェ
クトとコンポーネントは直接の関係は
ない。コンポーネントは参照透過性を
軸にしているので、実装方法がどのよ
うな技法や言語で作成されているかは
問わないからである。
コンポーネント･ベースの開発方法
は、オブジェクト指向技術の真髄はイ
ンタフェースと実装の分離にあるとい
う発想に基づいている。その意味でオ
ブジェクト指向の延長であるが、
｢CORBA、COMなどのオブジェクト
技術は多大なメリットをもたらした
が、OMTなどのオブジェクト指向開
発方法はあまりメリットはなかった｣
という認識を持つ。
筆者らは、OMTなどのオブジェク
ト指向開発方法の限界を次のように捉

えている。
①一つのアプリケーションの開発につ
いての方法であり、複数のアプリケー
ションからなる企業内･企業間シス
テムの開発について指針がない。
②ゼロ･ベースでの開発を焦点とし、
保守や既存資産の活用についての指
針がない。
③組織内での開発を前提としており、
マルチ･ベンダでの開発、要求分析
と実装とを異なる組織で行うことに
対する指針がない。
コンポーネントは開発･実装と利用
の時間的･地理的分離を特性としてお
り、LUCINAを含むコンポーネント･
ベースの開発方法は、分散オブジェク
ト技術の活用の上に、企業内･企業間
のアーキテクチャ、既存資産活用の方
法、複数組織での開発に対する解を
持っている。

これからの開発技術についてユニシス･ニュース読者とともに考えていくことを

目指して、4月から連載を続けている。幸い直接･間接的に少なくない読者の方と

意見交換をする機会を持てた。その中で出てきた代表的な疑問に答えながら、説

明を補足する。

次の疑問は『コンポーネントをどう
やって作るか』である。現在ではオブ
ジェクト技術のCORBA、EJB、COM+
などを用いれば、物理的な意味でのコ
ンポーネントは容易に実現できる。残
る課題は再利用性である。従来の汎用
部品やビジネス･オブジェクトといっ
た発想と異なり、コンポーネント･ベー
スの方法論では、ドメインやフレーム
ワークを共有する中でコンポーネント
が再利用されるという見方をとる。正
確に言えば、そのようなコンポーネン
トで構成されるフレームワークが再利
用される。フレームワークを再利用す
るためには、コンポーネントをカスタ
マイズする必要がある。これを実現す
るための技術がデザイン･パターンや
アナリシス･パターンである。
従来の再利用･部品化やオブジェク
ト指向開発方法では、構築の前に再利
用箇所の特定が必要であった。その点、
コンポーネント･ベースの開発では、
インタフェースと実装の分離により、
インタフェースを変更することなく、
その実装においてデザイン･パターン
や再利用構造(継承など)を持ち込むこ
とができる。再利用される必要や可変
性の必要に応じてそういった構造を導

入できる。そのための系統的な方法が
リファクタリングである。
このようにして、オブジェクト技術、
特にインタフェースと実装の分離がコ
ンポーネント･ベースの開発を支えて
いる。ここまでに述べたようにコンポー
ネント･ベースの開発では、アーキテ
クチャの再利用が軸になる。 (図)

アーキテクチャ再利用の次は、特定
ドメインでの再利用である。ビジネス
分野でのドメイン分析において、オブ
ジェクト指向とデータ指向の区別はな
い。

しかし、記法が統一されていること、
対応するプロセスが定義されているこ
とから、UMLベースの記述が有利で
あろう。ただし、すべてのドメインが

明確で、再利用可能であるわけではな
い。ERPパッケージで扱われる会計処
理、eショップなどは明確なドメイン
の例である。

第三の疑問は『どのような開発プロ
セスを採用するか、あるいは定義する
か』というものである。ウォータフォー
ル型では開発が重たくなりがちだが、
スパイラル開発では見通しがつかず、
特に大規模な開発はできないと思わ
れていることが背景にある。ウォータ
フォール型の開発プロセスは、安定し
たアーキテクチャの上で大規模で複雑
なシステムを構築するために有効で
あった。一つのシステムを次々と機能
的に分解していき、それを組み立てる
という機能分解アプローチが取られた。
その後、新技術を使ったシステム作
り、特に分散オブジェクト技術を利用し
たシステム作りに対し、ウォータフォー
ル型のプロセスは適さないことが明ら
かになってきた。新技術の組み合わせ
によりアーキテクチャは安定せず、一
つのシステムは自立性を持つ複数のシ
ステムで構成されるようになったため
である。アーキテクチャ優位の時代と
なり、プロセスは軽視されていった。
このような｢方法論があるにもかか
わらず、システムが成功した｣と言わ
れた時代から、プロジェクトの成功と
結びつくRUP(Rational Unified Process)
などの現代的な開発プロセスがここ数

年で生まれている。これらの源流であ
る、Boehmの開発プロセス･モデルも、
つまるところアーキテクチャ主導の開
発を示しており、この開発プロセスで
は個々のプロジェクトを成功させるこ
とはできるが、システムのストーブ･
パイプ化は防げない、と述べている。
この流れに見られるように、プロセ
スはアーキテクチャに従属している。
しかし、一定規模以上のシステムを作
る場合、プロセスは不可欠である。企
業活動としてシステム開発を行う場
合、品質、コスト、納期を守ることが
必要である。これらを守るためにはプ
ロセスが必要となる。また個々のプロ
ジェクトではなく、組織としての適応
性を保障するためのルールとその改善
の仕組みはプロセスとして実現される。
このような条件を満たし、現代的な
システムを作るためのプロセスは、反
復開発である。先に述べたように、作
る対象の構造に作り方は従う。例えば、
反復開発は小規模なシステムではスパ
イラル開発、大規模なシステムでは
ウォータフォール型の開発に近似す
る。このアーキテクチャ主導の開発と
反復開発を結び付けるのがユースケー
スである。

最後の疑問は『ユースケースで要求
分析ができるのか』である。
ユースケースを用いることへの疑問
は、ユースケースそのもの、ユースケー
ス中心についての誤解から生まれてい
るように思える。
まず、ユースケースそのものについ

ては、ユースケースの中心はシナリオ
であり、ユースケース図を用いるかど
うかは本質的ではない。ユースケース
の第一の役割は、業務の分析とシステ
ムの分析をつなぐことである。
次に、ユースケース中心について。
従来の機能分解アプローチでは、機能
を順々に分解し、その段階ごとに検証
と妥当性確認を行えばよく、見通しが
よかった。逆に機能の変更がシステム
の構造に影響し、ストーブ･パイプ化
することも多かった。アーキテクチャ
主導の開発では、要求は変更され、ま
た内部の設計も変化していくと考え
る。そのため、システムの外部と内部
を分離することが大切となり、要求や
機能とシステム内部の構造の関連を明
示化しないと検証や妥当性の確認が困
難になる。これを実現するのがユース
ケース中心のプロセスである。また、
このような反復開発にはツールが不可
欠となる。 UN

オブジェクト指向とコンポーネント･ベース開発

コンポーネントをどうやって実現するか？

どのように開発プロセスを定めるか

ユースケースを使って要求分析ができるのか？

コンポーネント指向開発再論
ここまでの連載を振り返って
日本ユニシス株式会社

Eビジネス技術部コンポーネント技術室グループ･マネージャ 羽田昭裕

IT最前線
システム開発技術の動向(5)
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日本ユニシスは、本年2月より開始し

ているASP事業｢asaban.com｣の一環

として、ASP事業を始めようとする企

業に、ASPビジネスに必要なハード

ウェア、ソフトウェアなどの基盤とその

運営ノウハウを｢Kiban@asaban｣(キバ

ン･アサバン)の名称にて8月1日から提

供開始した。

日本ユニシスでは、これまで培ってき

た、コンポーネント指向開発手法、メイン

フレームにおける長年の無停止型データセ

ンター運営のノウハウ、EC／CALS事業企

画の経験などを活かし、ASP事業

｢asaban.com｣を開始しており、現在、

建設業向けのコミュニケーション管理サー

ビス｢ProjectCenter｣、｢電子キャビ

ネット･サービス(dot-Cabinet)｣など独

自サービスを提供している。

今回提供開始するサービスは、

｢asaban.com｣ですでに実績のある

ハードウェア、ソフトウェアなどの基盤、

データセンター構築ノウハウ、運営ノウ

ハウを、これからASP事業を始めよう

とする企業に提供するもの。また、

｢asaban.com｣の運用基盤にて、ASP

事業者のアプリケーションを稼働させ、

その他の運営は日本ユニシスが行うとい

う、ASPリソースのレンタル･サービス

の 提 供 も 行 う 。 こ れ に よ り 、

｢Kiban@asaban｣の利用者はASP事業

を早期に開始することが可能となる。

｢Kiban@asaban｣のサービス内容は、

以下のとおり。

◇ハードウェア基盤

アプリケーション･サーバ、データベー

ス･サーバ、Webサーバ、ディスク装置、

運用管理サーバなど

◇Eコマース･アプリケーション基盤(ソフト

ウェア･コンポーネントとサービス機能)

認証、課金、顧客管理、データ変換、

EDI連携など

◇コンサルテーション･サービス

ビジネス･コンサルテーション、シス

テム･コンサルテーション

◇導入サービス

アプリケーション教育、ASPコンテ

ンツ導入

◇サポート･サービス

日本ユニシスは、オブジェクト指向ア

プ リ ケ ー シ ョ ン 開 発 ツ ー ル

｢TIPPLER(ティプラー)｣のLinux版であ

る、｢TIPPLER for Linux 1.0｣を機能

強化し、｢TIPPLER for Linux 2.0｣と

して8月1日より販売を開始した。

｢TIPPLER for Linux 2.0｣では、

Webサーバ･アプリケーション開発支援

機能の追加搭載により、データベース上

の統計情報をWebブラウザ上でグラ

フィカルに表示するアプリケーションも

容易に作成することが可能。

｢TIPPLER for Linux 2.0｣の特徴は

以下のとおり。

◎Webサーバ･アプリケーション構築機

能の搭載

CGI(Common Gateway Interface)

ライブラリを実装したことにより、Web

サーバ･アプリケーションの開発が可能

◎Webサーバ･アプリケーション開発に

おける高生産性の確保

C言語やJava、Perlを使用する場合

に比べて、プログラム開発の生産性が

10倍以上アップ

｢TIPPLER for Linux 2.0｣は、Web

サーバ･アプリケーション構築において、

次の機能を装備している。

◇CGI機能

本機能により、アンケート収集、メン

バー登録などの各種情報入力／参照が、

Webブラウザを経由して可能。また、

Cookie情報の作成および受け渡しを容

易に行える機能を提供

◇データベース連携

｢TIPPLER｣に標準搭載されたデータ

ベース連携機能を、Webサーバ･アプリ

ケーションでも使用可能。Webブラウ

ザ経由による、データベースへのデータ

入力／参照が実行可能

◇表、グラフ作成／表示機能

データベース上の数値や、アプリケー

ションによる処理結果の数値を表、グラ

フ化し、Webブラウザ上に表示するこ

とが可能。グラフの種類は棒、折れ線、

階段、積み上げ棒、山積み、株価表示

(ロウソク足)を用意。さらに図形描画機

能を使用することによりオリジナル･グ

ラフの作成も可能

｢TIPPLER for Linux 2.0｣の価格は、

・開発用パッケージ：30万円

・実行用ライセンス／デスクトップ版：

5万円(1ユーザ)～

・実行用ライセンス／Webサーバ･アプ

リケーション版：5万円(10ユーザ)～

100万円(無制限)

｢TIPPLER for Linux 1.0｣を使用中

企業のASP事業運営を支援、早期事業開始を可能に

｢Kiban@asaban｣

アプリケーション開発ツール｢TIPPLER for Linux 2.0｣を販売開始
Webサーバ･アプリケーション構築機能を新たに搭載

のユーザは、サポート･サービス契約に

基づき｢TIPPLER for Linux 2.0｣に

バージョン･アップできる。

＊Eメール＝tippler-box@unisys.co.jp

日本ユニシスは、このたびCRM／

SFA各種Siebel製品を販売することで

日本シーベル株式会社(社長＝青木 厖氏)

と基本合意した。

今回のSiebel製品の販売は、営業支

援のためのアプリケーション機能の拡充

を目的とし、CRMシステム構築におけ

る顧客の選択の幅を広げることを可能と

するもの。

また日本ユニシスは、Siebel製品をE

ビジネス実現のためのソリューション群

｢Unisys e-＠ction Solutions｣の中で、

顧客対応業務の強化を図る｢顧客対応力

強化ソリューション｣の一つとして位置

付ける。

今回販売を開始するSiebel製品は、

米国シーベル･システムズ社が開発した

営業支援機能を持つ｢Siebel Sales

Enterprise｣などCRMアプリケーショ

ン･ソフトウェア。Siebel製品の導入に

より企業は、営業部門だけでなく、マー

ケティング部門、コールセンター、ヘル

プデスク、フィールド･サービスなどの

顧客対応部門で顧客情報の共有を推進で

き、企業自体を顧客中心型に変革し、競

争力強化を図ることができる。

Siebel製品の主な特徴には、

◇対面営業、フィールド･サービス、イ

ンターネット販売など、多様化する顧

客とのコンタクトの場面で、柔軟な対

応が可能

◇医薬、金融、消費財、通信業界向けな

ど豊富な業種別テンプレートを提供

◇見やすく、操作しやすいユーザ･イン

タフェース

◇豊富なビジネス･モデルを提供し、市

場および経営の変化へ柔軟に対応でき

るオブジェクト指向技術を採用するこ

とで、短期間でのカスタマイズが可能、

などが挙げられる。

Siebelの製品価格は、機能選択と

ユーザ数に応じて異なるが、100ユー

ザ構成で約5,000万円から。

日本ユニシスは、企業のEビジネス立

ち上げを短期に実現するためのWeb型

ショールーム･サイトとして、会員制コ

ミュニケーション･ラウンジ｢＠3(アット

キューブ)｣をこのほど開設した。

今回提供する情報･機能としては、

◇日本ユニシスの活動、お知らせなどト

ピックスの提供

◇新製品発売のお知らせや機能紹介など

製品／技術情報の提供

◇セミナー、イベントのお知らせと参加

登録

◇資料請求

◇関連する業界動向や、製品動向情報の

提供

◇物販システム(オリジナル商品〈扇子

など〉のデザインから発注まで)

などがある。

｢＠3｣は、Webサイト構築ツールであ

る｢BroadVision｣を採用している。同

ツ ー ル は 、 日 本 ユ ニ シ ス が 米

BroadVision社とのパートナー契約に

基づき提供する製品であり、短期間で

One to One のWebサイトを構築でき

るもので、Eメール自動処理システム

｢Kana｣とともに、Eビジネス推進の

ツール。

｢＠3｣は、｢B to BにおけるOne to

Oneの営業支援｣を目指し、個人認証、

パーソナライゼーション(閲覧者ごとに

見たい項目を組み合わせる画面設定機能

など)を実現しており、新製品情報や構

築事例など会員企業ごとに参考となるき

め細かな情報を提供する。

同サイトでは、さらに登録後の｢＠3｣

コンテンツのアクセス履歴によっても、

関連トピックス、新製品、事例など会員

企業固有の情報入手が可能となってい

る。これに対し日本ユニシスからは、会

員企業が個別に欲する製品や技術情報な

どのメッセージをよりきめ細かく発信する

ことが可能で、まさにOne to Oneマー

ケティングを志向したものとなっている。

日本ユニシスでは、7月から限定ユー

ザを対象に試行を開始しており、今後の

要望を反映しながら、対象企業層を順次

拡大していく予定。

http://atcube.unisys.co.jp/

ユニシス・ニュース

2000年9月1日第473号

　ユニシス・ニュースに関する�
ご意見・ご感想をお寄せください。�
また、送付先の変更などのご連絡�
お問い合わせにもご利用ください。�
Eメール unews-box@unisys.co.jp

Eビジネスを実現する営業支援機能拡充を目的に
Siebel製品を販売開始

コミュニケーション･ラウンジ開設

｢＠3(アットキューブ)｣



16

住宅性ローンの最近の傾向、システ
ム化の狙いについて、取締役 保証総
括部長 田中 道毅氏は、次のように
語っている。
｢かつての土

地神話の時代に
は、担保不動産
の価値が安定し
回収ロスは少な
かったが、バブ
ル崩壊後の地価の値下がりにより、貸
出ローンのリスクは増大している。ま
た、住宅購入の目的も、従来は生活の
場としてだけでなく、資産価値重視の
傾向が見られたが、最近はカードを使
い慣れた若年層を中心に安易に購入す
る傾向にある。一方で悪徳不動産業者
の横行、不正ローンも増大している。
こうした中で、住宅ローンの保証審査
には、より精度の高い個人信用情報を
活用した適正･厳正な判断の重要性が
ますます高まっている。
これまで当社は与信判断の参考情報
として、全国銀行個人情報センター
(KSC)の信用情報を活用してきたが、

与信判断情報の精緻化のため、昨年か
ら、(株)シー･アイ･シー(CIC)および
(株)シーシービー(CCB)の情報を加味
した。これに伴い、新たなシステム対
応が不可欠になった｣。

信用情報機関への照会方法には、専
用端末による照会、MTによるバッチ
照会、オンライン照会の三つの方法が
あるが、各信用情報機関ごとに照会の
手続きが異なっている。
このため、各機関ごとに照会専用端
末を設置し、一件の照会についてもそ
れぞれ同じ入力作業を繰り返す必要が
あり、また出力された各照会情報を突
き合わせて与信判断資料として作成す
るなど煩雑な作業が伴う。
そこで同社では、こうした煩雑さを
解消し、照会業務の大幅な効率化、迅
速化を実現する日本ユニシスの｢個人
信用情報システム｣を導入した。

個人信用情報システムは、UNIXマ
シン｢USファミリ｣をサーバとして導

に語っている。
｢与信判断に

は、担当者の長
年の経験と積み
重ねられたノウ
ハウが必要とな
るが、その判断
を支援するにはできるだけ正確かつ豊
富な個人信用情報を見やすい形で入手
することが望まれる。
信用情報機関への照会を従来のKSC
にCIC、CCBを加えたことで、審査の
厳正化、さらに審査期間の短縮などに
大きく寄与している。また、日本ユニ
シスのシステム･パッケージを利用す

ることで、早期立ち上げを図り、運用
面でも作業効率の向上が図れている｣
と語っている。
本システムの稼働による効果として
次のような点を挙げている。
＊入力ミスを防止
一回の入力操作で照会に必要なデー
タが自動的に｢個人信用情報システム｣
に転送され、CIC、CCBに同時照会さ
れる。これにより操作の手間が省け、
入力ミスも防止できた。
＊審査担当者の負荷軽減
信用情報機関からのそれぞれの回答
データを一つの情報にサマリー化さ
れ、また、特記項目についてはケア
マークが表示され、審査担当者の負荷
を軽減するとともに、審査の厳正化に
寄与している。
＊操作性の向上
GUIを利用することで、入力設定や
画面の切り替え、回答データの閲覧な
どの操作性が向上した。
＊ペーパーレス化に寄与
回答結果を集約して、画面やプリン
トで確認できるようになったため、紙
の洪水から解放された。

｢個人信用情報システム｣は、3信用
機関への照会業務を1オペレーション
で同時照会を可能にするシステムで、
次のような特徴を持っている。
＊3機関の回答データを効率よく、ス
ピーディに得られ、照会コストと手
間を低減できる
＊画面･帳票を修正･追加も自由に行え
る
＊多量･高速処理が可能
＊照会件数に応じてシステム規模を自
由に選択できる
＊回答結果をカテゴリ設定･分類集計
するため、見やすく、判断しやすい
＊利用形態に応じたシステム構成や要
望に応じたカストマイズが可能
＊信用情報機関のシステム更改にも柔
軟に対応可能
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第一勧銀信用開発

多種多様なクレジット･カードやローンの増加に伴って｢多重債務｣や｢融資

限度額｣の問題がクローズアップされ、金融機関では信用調査の重要性がま

すます高まっている。

第一勧業銀行の住宅性ローンの保証を行っている第一勧銀信用開発では、

信用情報機関への照会を、これまでの1機関から3機関に広げるとともに、日

本ユニシスが提供する最新版｢個人信用情報システム｣を導入、昨年12月から

稼働を開始し、与信情報の精緻化、照会業務の効率化を図っている。

◆第一勧業銀行が履行する有担保ローン
の保証会社。住宅ローン、アパート
ローン、リフォームローンなどの住宅
性ローンを扱っている。保証融資の与
信判断から管理までを行っている。

■第一勧銀信用開発株式会社
◆所在地＝東京都千代田区霞が関1-4-1
◆代表者＝四分一康男社長
◆拠点＝8拠点(本部･6支店･1営業所)
◆従業員数＝280人

複数信用情報機関に同時照会が可能な

｢個人信用情報システム｣を導入
住宅性ローン融資の与信情報の精緻化、照会業務の効率化を実現

金融ソリューション

UN

保証総括部主任調査役安藤隆士氏
は、システム化の効果として次のよう

入し、PC上から1オペレーションで
KSC、CIC、CCBの3信用情報機関に同
時に照会できるシステムである。照会
結果については、3機関分を一つにま
とめて出力することが可能である。
新システムは、図のように｢USファ
ミリ450｣(コミュニケーション･サー
バ)と本部･支店･営業所に設置の既存
の審査用端末で構成されている。現在
は、KSCは別系統とし、CIC、CCB両
機関と接続されたシステムであるが、
今秋予定されているKSCの精度アップ
(漢字化、登録項目の大幅な拡張)を視
野に入れて今回のシステムに組み込む
ことを検討している。
第一勧業銀行からの依頼に基づき、
全国の8拠点(本部、6支店、1営業所)
の担当者は、手元の端末から、CIC、
CCBに一回の照会項目を入力すること
で照会情報を入手する。両機関の情報
は名寄せされており、ローン、カード
などの契約状況や支払い状況の履歴、
事故の有無などが記載されている。
これらの情報をもとに専門の調査員
が審査を行い、依頼先に回答する。審
査結果は、ホストにも転送され、今後
の資料としてファイルされる。

個人信用情報を活用した、
より厳正な審査が不可欠に

信用情報機関への照会を拡大し、
審査に万全の体制を敷く

審査資料の大幅な充実を図る
個人信用情報システムの特徴

複数の信用情報機関に
自動照会が可能に

各種端末�

USファミリU450�
(コミュニケー�
ション･サーバ)

CIC

CCB

本部･6支店･1営業所�

田中道毅氏

安藤隆士氏

個人信用情報システム構成図
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